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第１章 研究開発機関の評価について 

1.1 機関評価の根拠、対象等 

国土技術政策総合研究所（以下、「国総研」という。）における研究開発機関等の評価（以下、「機関評

価」という。）は、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」（以下、「指

針等」という。）に基づき、国総研の所長が研究開発の実施・推進と機関運営の面から評価基準を設定し

て実施している。 

国総研では、指針等に基づき、5 年に 1 度、機関評価を実施しており、令和５年度に実施する機関評

価は、平成 30 年度から令和 4 年度までの５年間の国総研の活動を対象とする。 

なお、機関評価においては、客観性及び公正さをより高めるため、研究評価委員会の委員を評価者と

する外部評価を実施している。 

1.2 機関評価の評価基準 

機関評価の評価基準は、研究方針、平成 30 年度に実施した機関評価の評価基準、令和３年度及び令和

４年度の研究評価委員会における研究評価委員の意見を踏まえ、以下のとおり設定した。 

 

1.3 活動報告書の位置付け、構成について 

本報告書は、機関評価を実施するにあたり、国総研における平成 30 年度から令和 4 年度の活動をと

りまとめたものである。 

第２章「国土技術政策総合研究所の概要」では、使命、研究方針、組織、定員数、予算などについて

記載している。 

第３章「活動概要」では、評価基準の項目毎に、国総研全体の活動の状況を、統計データ等を用いな

がら、記載している。 

第４章「活動事例」では、国総研の研究活動の重点分野に沿って代表的な活動事例を記載している。

［Ⅰ研究開発の実施・推進面］ ［Ⅱ機関運営面］

■国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発 ■質の高い研究を支えるマネジメントの仕組みの構築

研究課題の設定、研究の実施、研究成果の実装 研究マネジメントの充実、横断的な連携確保

直面する政策展開に対応した研究課題を設定するとともに、今後対応が
想定される課題を抽出し、将来的に必要となる政策に資するために実施
する研究課題を設定しているか。また、研究課題の目的を達成するため、
研究開発の特性に応じて効果的・効率的に研究を実施するとともに、研
究成果の現場実装を適時・的確に推進しているか。

研究の質の向上を図るため、研究を支える従来の取組を継続的に改善
し、効果的・効率的に研究をマネジメントする体制・仕組みを構築・運用し
ているか。また、多様で急速な技術の進化に応じ、所内連携や省庁間連
携、産学官連携など、横断的な連携の仕組みを機動的に整備・活用して
いるか。

■災害・事故対応への技術的支援と対策技術の高度化
■技術を礎とし、研究と行政・現場の両面から政策展開を見通す人材の
育成等

国内外における災害等の対応、高度化研究、現場への還元 人材の育成、人材交流

研究所として対応が必要な国内又は海外で発生した災害等について、二
次災害防止や応急対策に関する現場の対応を支援するとともに、原因の
究明、復旧・復興計画の検討、対策の実施について技術的な助言を行う
取組を推進しているか。また、災害等から得られる知見・教訓を蓄積し、
防災・減災対策の高度化研究に反映するとともに、成果を現場に還元し
ているか。

技術を礎とし、研究と行政・現場の両面から政策展開を見通す人材の育
成が図られているか。行政・現場、産学からの研究者など、多様な人材に
よる研究組織を形成しているか。

■地方整備局等の現場技術力の向上を支援
■住宅・社会資本分野の技術研究開発を支える実験施設等の保有・機
能強化

直面する課題解決、将来の現場技術力への支援 実験施設等の利活用と適切な管理、新設・更新

現場で直面する技術的課題の解決を支援するために行う、指導・助言の
取組を推進するとともに、現場技術者を、行政知識と専門性を併せ持つ
地域の中核技術者として計画的に養成しているか。

政策の企画・立案に資する検証を行うため、または、民間・大学等の幅広
い技術研究開発を支援するため、保有する実験・情報基盤施設 等を有効
に利活用するとともに、政策の変化を踏まえ、適切な管理や新設・更新を
行っているか。また、あらゆる危機的な状況に際しても活動が継続できる
ような工夫をしているか。

■政策の企画・立案の技術的基盤となるデータの収集・分析・管理、社会
への還元

■研究成果・研究活動の効果的な発信

データの継続した収集、管理、分析、還元、公開 多様で効果的な広報手段による情報発信
国の機関として、膨大な現場データを、客観性・正確性・信頼性を確保し
つつ継続的に収集、管理しているか。蓄積したデータは、自ら分析し研究
へ反映するとともに、成果を現場に還元しているか。また、蓄積したデータ
を社会へ適切に公開しているか。

技術基準等の普及と正しい理解を促進させるため、国総研の研究成果・
研究活動を国内外に広く周知し、国総研の認知度と信頼感を高める広報
活動を行っているか。また、広報の対象と目的を明確にし、多様で効果的
な広報手段により伝わることを意識して情報を発信しているか。

③ ⑦

④ ⑧

① ⑤

② ⑥
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なお、活動事例は、２～３年単位の個別の研究課題毎ではなく、特定の目的を持って実施した複数の研

究や活動毎に記載することとした。活動事例の資料は取組フロー図と説明資料の２種類がある。取組フ

ロー図は線表を用いて評価対象期間における活動の流れがわかる資料、説明資料は文章をベースに図表

も用いながら、評価基準の項目毎の対応が詳しくわかる構成とした。 
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第２章 国土技術政策総合研究所の概要 

2.1 国総研の使命及び研究方針 

国総研の使命は、住宅・社会資本分野における唯一の国の研究機関として、技術を原動力に、現在そ

して将来にわたって安全・安心で活力と魅力ある国土と社会の実現を目指すことである。国総研は、政

府や国土交通省本省の政策を推進し、実現するために必要な技術的課題の解決に向け、研究活動を行っ

ている。 

国総研の使命は、「研究方針」の中にも記載している。 
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研究の心構え

○⾏政・現場の真のニーズを理解し、本質的な技術的課題を明確化

○課題を突破する仮説と検証⽅法、社会実装への道筋を含めた研究計画を策定
・組織的に積上げてきた研究蓄積を活用し、既往研究の何を乗り越えるかを明確化

・計画段階から社会実装を想定し、研究項目、手順、スケジュール、達成目標を設定

・自らの強み･弱みを認識した上で、外部とも連携して効率的な研究体制を構築

○得られた事実から研究全体の展開を⾒据え、柔軟に計画を⾒直し
・データ、事実を客観的・中立的に解釈して仮説を検証

・幅広い分野の専門家と議論を行い、多面的・多角的に考察

・研究全体を見通し、常に結果の本質を見極め、計画を自発的・継続的に見直し

・試行錯誤し、想定外の結果も柔軟に受けとめ、より良い研究成果の創出へと展開

○知⾒を体系⽴てて取りまとめるとともに、現場で使える成果に昇華

○成果の的確・円滑な社会実装に向けた戦略的な道筋を構築
・行政・現場・研究、各々の特性を活かした実現性の高い実装プロセス、役割を明確化

・広報を研究の一環として組み込み、伝わることを意識して積極的に社会へ発信

○実装の結果をフォローアップし、技術的課題を抽出して次なる研究に反映

研究を支える環境整備

○質の⾼い研究を⽀えるマネジメントの仕組みの構築
・幅広い視点から、研究をより良くするために外部評価と所内評価を実施

第三者からの助言・意見等を積極的に取り入れ、自らも厳しく研究状況を検証し改善

・多様で急速な技術の進展に応じ、外部との新たな連携の仕組みを機動的に整備

・成果を知的基盤化する刊行物･データベースを作成、多様な広報手段を用意

○技術を礎とし、研究と⾏政・現場の両⾯から政策展開を⾒通す⼈材の育成
・データを読解き、現場を想像しつつ結論への道筋と社会実装手順を組立てる力を養成

・先人の研究蓄積や経験・ノウハウを伝承し、行政・現場を経験する機会を提供

・行政・現場、産学からの研究者など、多様な人材による研究組織を形成

○住宅・社会資本分野の技術研究開発を⽀える実験施設等の保有・機能強化
・実用環境下での性能検証に不可欠な、民間では保有困難な施設を適切に管理・運用

・民間・大学等の幅広い技術研究開発を支援するため、外部への施設利用機会も提供

「研究方針」は、国総研の職員一人一人が使命や研究活動の方向・視点などについて共通の認識を持

つためのものであり、解決すべき技術政策課題やその研究目標を明らかにするとともに、目標を達成す

るための研究の進め方を示すものである。社会情勢の変化や研究のニーズ及び進捗状況を踏まえ必要に

応じ見直しを行っている。 
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2.2 国総研の成り立ち 

平成 13 年 1 月の省庁再編に引き続く独立行政法人制度の創設に際し、同年 4 月に国土交通省と密接

不可分の業務を担う部署を統合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【国土交通省】 

土木研究所（T11～） 

建築研究所（S17～） 

港湾技術研究所（S37～） 

本省 等 

【独法】＊1 

土木研究所 

建築研究所 

港湾空港技術研究所＊2 

【国土交通省】 

本省 等 国総研 

国土交通省組織令第 194 条より 独法通則法第 2 条より 

国土の利用、開発及び保全のための 

社会資本の整備に関連する技術であって 

国土交通省の所掌事務に係る 

政策の企画及び立案に関するものの 

総合的な調査、試験、研究及び開発、 

技術に関する指導及び成果の普及、 

技術に関する情報の収集、整理及び提供 

公共上の見地から確実に 

実施されることが必要で、 

国が自ら主体となって直接に 

実施する必要のないもののうち、 

民間にゆだねた場合に 

必ずしも実施されない恐れの 

ある調査、研究、技術開発 

＊1 平成 27 年４月の独法通則法改正で、土木研究所、建築研究所、港湾空港技術研究所は「国立研究開発法人」に変更。 

＊2 平成 28 年４月から海上技術安全研究所、電子航法研究所と統合し、「海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所」へ。 
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2.3 組織  

（１）組織図（令和４年４月現在） 
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（２）近年の組織改正の経緯 

◎平成 26 年４月１日    

・土砂災害研究部、道路交通研究部、道路構造物

研究部、防災・メンテナンス基盤研究センター

を設置。 

・道路研究部、総合技術政策研究センター、高度

情報化研究センター、危機管理技術研究センタ

ーを廃止。 

・防災・減災研究推進本部及びメンテナンス研究

推進本部を設置。 

・総務部総務管理官（旭）を設置。 

・河川研究部河川構造物管理研究官を設置。危機

管理技術研究センター水害研究室を河川研究

部へ所属変更。 

・土砂災害研究部深層崩壊対策研究官を設置。危

機管理技術研究センター砂防研究室を土砂災

害研究部へ所属変更。土砂災害研究部土砂災害

研究室を設置。 

・道路研究部道路研究官を道路交通研究部へ所属

変更。道路交通研究部道路情報研究官を設置。

危機管理技術研究センター地震災害研究官を

道路交通研究部道路防災研究官へ所属変更及

び名称変更。道路研究部道路研究室及び道路環

境研究室を道路交通研究部へ所属変更。高度情

報化研究センター高度道路交通システム研究

室を道路交通研究部へ所属変更。 

・道路研究部道路構造物管理システム研究官を道

路構造物研究部へ所属変更。道路研究部道路構

造物管理研究室を道路構造物研究部橋梁研究

室へ所属変更及び名称変更。道路構造物研究部

に構造・基礎研究室及び道路基盤研究室を設置。 

・危機管理技術研究センター建築災害対策研究官

を建築研究部へ所属変更。総合技術政策研究セ

ンター評価システム研究室を建築研究部へ所

属変更。 

・住宅研究部住宅瑕疵研究官を住宅研究部住宅性

能研究官へ名称変更。高度情報化研究センター

住宅情報システム研究官を住宅研究部へ所属

変更。 

・港湾研究部港湾施工システム・保全研究室を設

置。 

・総合技術政策研究センター建設マネジメント研

究官を防災・メンテナンス基盤研究センターへ

所属変更。防災・メンテナンス基盤研究センタ

ー国土防災研究官を設置。高度情報化研究セン

ター情報研究官を防災・メンテナンス基盤研究

センターへ所属変更。総合技術政策研究センタ

ー建設システム課、建設経済研究室及び建設マ

ネジメント技術研究室を防災・メンテナンス基

盤研究センターへ所属変更。危機管理技術研究

センター地震防災研究室を防災・メンテナンス

基盤研究センター国土防災研究室へ所属変更

及び名称変更。高度情報化研究センター情報基

盤研究室を防災・メンテナンス基盤研究センタ

ーメンテナンス情報基盤研究室へ所属変更及

び名称変更。道路研究部緑化生態研究室を防

災・メンテナンス基盤研究センターへ所属変更。 

・河川研究部流域管理研究官、道路研究部道路空

間高度化研究室、港湾研究部港湾施工システム

課、総合技術政策研究センター国土マネジメン

ト研究官、高度情報化研究センターグリーンイ

ノベーション研究官及び危機管理技術研究セ

ンター土砂災害研究官を廃止。 

             

◎平成 27 年４月 10 日 

・管理調整部港湾情報システム研究官を設置。 

・建築研究部建築新技術研究官を建築研究部建築

新技術統括研究官へ名称変更。建築研究部材

料・部材基準研究室を設置。建築研究部環境・

設備基準研究室を建築研究部設備基準研究室

へ名称変更。 

・住宅研究部住環境計画研究室を住宅研究部建築

環境研究室へ名称変更。 

 

◎平成 28 年３月７日 

・i-Construction 推進本部を設置。 

 

◎平成 28 年４月１日 

・社会資本マネジメント研究センターを設置。 
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・防災メンテナンス基盤研究センターを廃止。 

・防災・メンテナンス基盤研究センター国土防災

研究室を道路構造物研究部道路地震防災研究

室へ所属変更及び名称変更。防災・メンテナン

ス基盤研究センター建設マネジメント研究官、

国土防災研究官、情報研究官を社会資本マネジ

メント研究センターへ所属変更。防災・メンテ

ナンス基盤研究センター建設マネジメント技

術研究室を社会資本マネジメント研究センタ

ー社会資本マネジメント研究室へ所属変更及

び名称変更。防災・メンテナンス基盤研究セン

ター建設システム課を社会資本マネジメント

研究センター社会資本システム研究室へ所属

変更及び名称変更。防災・メンテナンス基盤研

究センター建設経済研究室及び緑化生態研究

室を社会資本マネジメント研究センターへ所

属変更。防災・メンテナンス基盤研究センター

メンテナンス情報基盤研究室を社会資本マネ

ジメント研究センター社会資本情報基盤研究

室及び社会資本施工高度化研究室へ所属変更

及び名称変更。 

 

◎平成 29 年４月１日 

・管理調整部港湾情報システム研究官を管理調整

部情報・施工システム研究官へ名称変更。 

・道路交通研究部道路交通安全研究室を設置。 

・沿岸海洋・防災研究部津波災害研究官を沿岸海

洋・防災研究部津波・高潮災害研究官へ名称変

更。 

・社会資本マネジメント研究センター熊本地震復

旧対策研究室を熊本県阿蘇郡阿蘇村に設置。 

・道路交通研究部道路情報研究官を廃止。 

 

◎平成 30 年４月１日 

・研究総務官、企画部サイバーセキュリティー対

策・情報利活用推進官、下水道研究部下水道エ

ネルギー・機能復旧研究官及び沿岸海洋・防災

研究部海洋環境・危機管理研究室を設置。 

・下水道研究部下水道機能復旧研究官、沿岸海洋・

防災研究部海洋環境研究室及び危機管理研究

室を廃止。 

 

◎令和３年３月５日 

・インフラ DX 研究推進本部を設置。 

・i-Construction 推進本部を廃止。 

 

◎令和３年４月１日 

・企画部インフラ情報高度利用技術研究官を設置。 

・企画部コーディネート研究官を廃止。 

 

◎令和４年３月 31 日 

・社会資本マネジメント研究センター熊本地震復

旧対策研究室を廃止。 

 

◎令和４年４月１日 

・道路交通研究部道路情報高度化研究官、道路構

造物研究部道路構造物機能復旧研究官、住宅研

究部建築環境新技術研究官を設置。 
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2.4 所掌事務（国土交通省組織令及び国土技術政策総合研究所組織規則による） 

国総研は、国土の利用、開発及び保全のための社会資本の整備に関連する技術であって国土交通省の

所掌事務に係る政策の企画及び立案に関するものの総合的な調査、試験、研究及び開発を行う。また、

これらの技術に関する指導及び成果の普及並びに情報の収集、整理及び提供を行う。 

 

所   長 

 所長は、国土技術政策総合研究所の事務を掌理する。 

 

副 所 長 

副所長は、所長を助け、命を受けて国土技術政策総合研

究所の事務をつかさどる。 

 

研究総務官 

研究総務官は、命を受けて、重要な研究に関し、総括し

て指導を行う。 

 

◎総 務 部 

総務部は、次に掲げる事務（管理調整部の所掌に属する

ものを除く。）をつかさどる。 

1 職員の任免、給与、懲戒、服務その他の人事並びに教

養及び訓練に関すること。 

2 職員の衛生、医療その他の福利厚生に関すること。 

3 国土技術政策総合研究所の所掌事務に関する総合調整

に関すること。 

4 所長の官印及び所印の保管に関すること。 

5 公文書類の接受、発送、編集及び保存に関すること。 

6 広報に関すること。 

7 機構及び定員に関すること。 

8 経費及び収入の予算、決算及び会計並びに会計の監査

に関すること。 

9 国有財産の管理及び処分並びに物品の管理に関するこ

と。 

10 前各号に掲げるもののほか、国土技術政策総合研究

所の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること。 

 

◎企 画 部 

企画部は、次に掲げる事務（管理調整部の所掌に属する

ものを除く。）をつかさどる。 

1 調査、研究及び開発に係る業務の企画及び立案並びに

総括を行うこと。 

2 技術の指導に関する企画及び立案並びに調整を行うこ

と。 

3 業績の発表を行うこと。 

4 調査、研究及び開発に関する評価（以下「研究評価」

という。）に関すること。 

5 技術に関する渉外に関すること。 

6 無体財産権に関すること。 

7 図書、文献その他研究及び開発に関する資料に関する

こと。 

8 調査、研究及び開発の報告書及び広報に係る資料の編

集及び刊行に関すること。 

9 海外の土木に係る建設技術（以下「土木技術」という。）

並びに建築及び都市計画に係る技術（以下「建築・都市

計画技術」という。）に関する基礎的な調査及び研究を

行うこと。 

10 国際協力に関する企画及び立案並びに調整を行うこ

と。 

11 調査、研究及び開発に必要な機械器具及び施設の整備

に関すること。 

12 調査、研究及び開発に係る業務のうち、模型施設その

他これに類する施設の設計に関すること。 

13 廃水及び廃水処理施設の管理に関すること。 

14 受変電設備、集中空気調和設備その他これに類する

設備の管理に関すること。 

15 土木技術及び建築・都市計画技術に係る基準に関す

る基礎的な調査及び研究の企画及び立案並びに調整を

行うこと。 

 

◎管理調整部 

管理調整部は、次に掲げる事務（国土交通省組織令第百

九十四条第一項各号に掲げる事務のうち国土交通省設置

法（平成十一年法律第百号）第四条第一項第五十七号及び

第六十一号（港湾に係るものに限る。）、第百一号、第百二

号並びに第百九号（空港法（昭和三十一年法律第八十号）

第二条に規定する空港その他の飛行場（以下「空港等」と

いう。）の整備及び保全に係るものに限る。）に掲げる事務

に係るもの（第六十八条において「港湾空港関係事務」と

いう。）に関することに限る。）をつかさどる。 

1 職員の任免、給与、懲戒、服務その他の人事並びに教

養及び訓練に関すること。 

2 公文書類の接受、発送、編集及び保存に関すること。 

3 総合調整に関すること。 

4 機構及び定員に関すること。 

5 経費及び収入の予算、決算及び会計並びに会計の監査

に関すること。 

6 国有財産の管理及び処分並びに物品の管理に関するこ

と。 

7 職員の衛生、医療その他の福利厚生に関すること。 

8 自動車安全特別会計の空港整備勘定に属する行政財産

の管理及び処分並びに物品の管理に関すること。 

9 広報に関すること。 

10 調査、研究及び開発に関する基本的な企画及び立案

に関すること。 

11 研究評価に関すること。 

12 調査、研究及び開発に関する成果の普及に関するこ
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と。 

13 調査、研究及び開発並びに技術に関する指導の受託

に関すること。 

14 情報の収集、整理及び提供に関すること。 

15 研修に関すること。 

16 情報システムの整備及び管理に関すること。 

17 特許その他これに類するものに関すること。 

18 国際機関との連絡及び国際協力に関すること。 

19 前各号に掲げるもののほか、他の所掌に属しないも

のに関すること。 

 

◎下水道研究部 

 下水道研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 下水道に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術

の指導を行うこと。 

２ 下水の高度処理及び再利用に関する調査、試験、研究

及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

 

◎河川研究部 

 河川研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 河川等（河川、水流及び水面（港湾内の水面を除く。）

をいう。以下同じ。）、河川等の環境及び河川構造物並び

に流域の治水及び水利に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導を行うこと。 

２ 海岸、海岸の環境及び海岸構造物に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導（土木技術及び建築・都

市計画技術に関する事務（以下「土木建築関係事務」と

いう。）に関することに限る。）を行うこと。 

３ 水循環及びこれに伴う物質の移動に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導（下水道研究部の所掌に

属するものを除く。）を行うこと。 

４ ダム、貯水池及びこれらに関連する水理構造物に関す

る調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導並びにダ

ム、貯水池及びこれらに関連する水資源開発施設の管理

運用に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指

導を行うこと。 

５ 洪水並びにそのはん濫予測システム及び情報伝達シ

ステム並びに水害対策技術に関する調査、試験、研究及

び開発並びに技術の指導を行うこと。 

 

◎土砂災害研究部 

土砂災害研究部は、次に掲げる事務（土木建築関係事務

に限る。）をつかさどる。 

１ 砂防、地すべり、ぼた山の崩壊、急傾斜地の崩壊及び

雪崩並びに砂防構造物、地すべり防止施設、ぼた山崩壊

防止施設、急傾斜地崩壊防止施設及び雪崩防止施設に関

する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導を行う

こと。 

２ 土砂災害対策に関する調査、試験、研究及び開発並び

に技術の指導を行うこと。 

◎道路交通研究部 

 道路交通研究部は次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 道路に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の

指導（道路構造物研究部の所掌に属するものを除く。）

を行うこと。 

２ 道路の安全性及び利便性の向上並びに沿道における

快適な生活環境の確保に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導を行うこと。 

３ 道路の環境対策に関する調査、試験、研究及び開発並

びに技術の指導を行うこと。 

４ 道路交通システムの高度化及び情報化に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

 

◎道路構造物研究部 

 道路構造物研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 道路の構造物に関する調査、試験、研究及び開発並び

に技術の指導に関すること（次号に掲げるものを除く）。 

２ 国土技術政策総合研究所の所掌事務のうち、地震、津

波等による災害から国土並びに国民の生命、身体及び財

産を保護するための措置に関する調査、試験、研究及び

開発並びに技術の指導に関する業務で道路に関するこ

と。 

３ 地震防災情報のシステム化、地震防災計画及び設計入

力地震動に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術

の指導並びに地震防災情報に関する処理システムの管

理運営に関する業務で道路に関すること。 

 

◎建築研究部 

 建築研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 建築物及び建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）

第八十八条第一項及び第二項に規定する工作物（以下

「建築物等」という。）の基準及び認証の体系に関する

調査、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

２ 建築物等の構造及び建築地盤に関する調査、試験、研

究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

３ 建築物等の防火及び防煙に関する調査、試験、研究及

び開発並びに技術の指導を行うこと。 

４ 建築設備に関する調査、試験、研究及び開発並びに技

術の指導を行うこと。 

５ 建築物等の材料及び部材並びに建築物等の維持保全

に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導を

行うこと。 

６ 建築物の品質に関する調査、試験、研究及び開発並び

に技術の指導を行うこと。 

７ 建築物等の性能評価、研究評価に係る技術に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

８ 建築物等の災害対策に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導の企画及び立案並びに調整を行う

こと。 

 

◎住宅研究部 

住宅研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 住宅計画並びに公共住宅その他これに類するものの

建設及び管理に関する調査、試験、研究及び開発並びに
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技術の指導を行うこと。 

２ 住環境の計画に関する調査、研究及び開発並びに技術

の指導を行うこと（次号に掲げるものを除く。）。 

３ 建築物の室内環境に関する調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導を行うこと。 

４ 住宅生産その他の建築生産に関する調査、研究及び開

発並びに技術の指導を行うこと。 

５ 住宅の性能に関する調査、試験、研究及び開発並びに

技術の指導を行うこと。 

６ 住宅の需要、計画、生産、流通、管理その他これらに

類するものに係る情報システムに関する調査、試験、研

究及び開発並びに技術の指導の企画及び立案並びに調

整を行うこと。 

 

◎都市研究部 

 都市研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 都市計画に関する調査、研究及び開発並びに技術の指

導を行うこと。 

２ 都市施設に関する調査、研究及び開発並びに技術の指

導を行うこと。 

３ 都市防災に関する調査、研究及び開発並びに技術の指

導を行うこと。 

４ 都市開発に関する調査、研究及び開発並びに技術の指

導を行うこと。 

 

◎沿岸海洋・防災研究部 

沿岸海洋・防災研究部は、沿岸及び海洋（以下「沿岸海

洋」という。）の利用、開発及び保全に関する調査、研究

及び開発並びに技術に関する指導に関する事務（港湾空港

関係事務に限り、管理調整部の所掌に属するものを除く。）

をつかさどる。 

 

◎港湾研究部 

港湾研究部は、次に掲げる事項に関する調査、研究及び

開発並びに技術に関する指導に関する事務（管理調整部及

び沿岸海洋・防災研究部の所掌に属するものを除く。）を

つかさどる。 

１ 港湾の整備、利用及び保全に関すること。 

２ 航路の整備及び保全に関すること。 

３ 港湾内の公有水面の埋立て及び干拓に関すること。 

 

◎空港研究部 

空港研究部は、空港等の整備及び保全に関する調査、研究

及び開発並びに技術に関する指導に関する事務（管理調整

部及び沿岸海洋・防災研究部の所掌に属するものを除く。）

をつかさどる。 

 

◎社会資本マネジメント研究センター 

社会資本マネジメント研究センターは、次に掲げる事務

（土木建築関係事務に関することに限る。）をつかさどる。 

１ 社会資本の整備のマネジメント及び政策評価に係る 

技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指

導を行うこと。 

２ 情報システムの整備及び管理に関すること。 

３ 建設経済に関する調査、研究及び開発を行うこと。 

４ 緑化、公園及び緑地並びに生態系の保存に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

５ 国土技術政策総合研究所の所掌事務のうち、地震、津

波等による災害から国土並びに国民の生命、身体及び財

産を保護するための措置に関する調査、試験、研究及び

開発並びに技術の指導を行うこと。 

６  地震防災情報のシステム化、地震防災計画及び設計入

力地震動に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術

の指導並びに地震防災情報に関する処理システムの管

理運営に関すること（道路構造物研究部の所掌に属する

ものを除く。）。  
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2.5 定員数 1 

 令和４年度の定員数は、研究職255人、行政職97人の計 352人である。平成25年度からの推移を見る2 

と、研究職は３人増加、行政職は14人の減少であり、総数は11人の減少となっている。（図2-5-1） 3 

なお、定員以外にも、再任用、期間業務職員、交流研究員により業務が遂行されている。 4 

平成 30 年度から令和４年度まで、年平均 13.4 人を採用している（国土交通省本省採用総合職で国総研5 

配属者及び国総研採用の土研・建研への即日出向者を含む）。（表2-5-1） 6 

令和４年度時点の技術系職員の年齢構成は図2-5-2のとおりとなっている。 7 

また、研究職における女性職員の割合の推移は図2-5-3 のとおり、おおよそ10％程度となっている。 8 

 9 

図2-5-1 定員数の推移 10 

 11 

 12 

表2-5-1 定員に含まれる職員の採用人数の推移 13 

（単位：人）

平成30年度
平成31年度・
令和元年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度 年平均

新規採用（試験採用） 11 8 6 11 8 8.8
事務 7 4 5 7 5 5.6
技術 4 4 1 4 3 3.2

中途採用（経験者） 2 3 4 6 8 4.6
事務 0 2 0 2 6 2.0
技術 2 1 4 4 2 2.6

13 11 10 17 16 13.4

※新規採用には総合職・国総研配属を含む。

合　計

採
用

252 253 257 265 264 261 260 259 257 255

111 108 107 99 98 99 99 98 97 97
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 1 
図2-5-2 令和４年度国総研 技術系職員年齢構成 2 

 3 

 4 
図2-5-3 研究職における女性職員の割合の推移 5 

 6 

2.6 予算 7 

平成30年度から令和４年度までの予算の推移は図2-6-1 のとおり。補正予算の金額が年度によって異8 

なるため、年度毎の予算の増減が大きくなっている。令和２年度に施設費が大幅に増加したのは、インフ9 

ラ分野のDX推進のために建設DX実験フィールド及びDXデータセンターを整備するための補正予算が計10 

上されたことによる。（詳細は、「3.3 研究予算」において記載する。） 11 
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1 

図2-6-1 予算の推移 2 

  3 
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第３章 活動概要 1 

［Ⅰ．研究開発の実施・推進面］ 2 

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発 3 

3.1 国総研における研究開発 4 

国総研は、国土交通省の内部部局として「国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発」を実5 

施している。具体的には、「研究方針」にも記載しているとおり、直面する重要な政策展開を支える技術6 

基準・手法の提示や将来的な対応が想定される課題の抽出、政策の方向性の提案等を実施している。 7 

研究開発の実施にあたり、国総研では種々の予算を活用するとともに、所内外の連携により効率的な8 

研究体制を構築している。 9 

3.2 研究開発の実施状況 10 

国総研では、年度当初に研究活動の重点分野を設定している。国総研が実施した重点分野毎の研究課11 

題数の推移1は図 3-2-1のとおり。重点分野毎の課題数の割合は評価対象期間中に大きくは変わってお12 

らず、国土強靱化関連の研究が最も多くなっている。 13 

国総研の研究活動を概観するため、図3-2-2 では、国総研の研究活動の重点分野と研究対象を軸にし14 

て、評価対象期間に実施した研究の一部を記載している。記載した研究の一部については、４章活動事15 

例において具体的な研究内容を紹介する。 16 

 17 

                                                  
1ここでは経年比較のため令和４年度の重点分野（「国土を強靱化し、国民のいのちと暮らしをまもる研

究」、「社会の生産性と成長力を高める研究」、「快適で安心な暮らしを支える研究」）によって研究課

題数の推移を整理している。 
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①国土を強靱化し、国民のいのちと暮

らしをまもる研究

②社会の生産性と成長力を高める研究

③快適で安心な暮らしを支える研究

④その他

国土技術政策総合研究所 研究方針（抄） 

根幹となる活動 

○国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発 

・直面する重要な政策展開を支える技術基準・手法を体系的に提示、現場実装し継続的に改良 

・将来的な対応が想定される課題を抽出し、政策の方向性を提案 

・国土・社会の動向を継続的・長期的に分析し、知見を蓄積 

・戦略的な国際標準化、途上国の技術者育成を通じて、我が国の技術の国際展開を支援 

図3-2-1 重点分野毎の研究課題数の推移 

※「研究マネジメントに関する基礎的研究」 
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 1 

図3-2-2 国総研において評価対象期間に実施した研究例 2 

  3 
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3.3 研究予算 1 

（１）研究予算の推移 2 

平成 30 年度から令和 4 年度までの研究予算（補正予算含む）の推移は図 3-3-1のとおり。 3 

当初予算は毎年度 100 億円程度であるが、補正予算の有無により、年度毎の研究予算の増減が大きく4 

なっている。 5 

研究予算の内訳のうち「行政部費」は、新たな行政課題に対する研究を行うため、国総研が主体とな6 

り直接財務省に要求する予算である。また、「総プロ2等」「下水道関係」「道路関係」「河川・土砂災害関7 

係」「港湾関係」「空港関係」「住宅・都市・公園関係」は、国土交通省が直面する技術課題を解決するた8 

め、国土交通省本省と国総研が協力して財務省に要求する予算である。さらに、「他省庁予算」は官民研9 

究開発投資拡大プログラム（PRISM）の予算である。 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

図3-3-1 研究予算の推移 28 

  29 

                                                  
2 総合技術開発プロジェクトの略称。建設技術に関する重要な研究課題のうち、特に緊急性が高く、対象

分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり、産学官の連携により、総合的、組織的に

研究を実施する制度。 
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（２）競争的資金の確保状況 1 

平成 30 年度から令和４年度の５年間に 67 件の競争的資金（省庁等の公募により競争的に獲得される2 

研究予算）を確保した。（図3-3-2） 3 

また、競争的資金の経費推移は図3-3-3のとおり。 4 

従来から活用されてきた文部科学省・日本学術振興会の科学研究費に加え、近年では環境省の環境研5 

究総合推進費も活用して資金を確保している。 6 

 7 

 8 

図3-3-2 競争的資金の採択件数の推移 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

図3-3-3 競争的資金の経費推移 27 
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3.4 研究成果 1 

（１）研究成果の施策への反映 2 

国総研の重要な役割として、研究成果を法令等に基づく技術基準、ガイドライン等の施策へ反映して3 

いる。 4 

平成30年度から令和４年度の５年間における研究成果の施策への反映件数は、図3-4-1のとおりである。5 

類型の「その他」には国土交通省本省の審議会資料、HPコンテンツ等への貢献や検討会への技術的な支6 

援や国総研HPにおける各種データ提供などが含まれる。 7 

具体的な事例として令和４年度の施策への反映の一覧を参考文献１に示す。 8 

 9 

 10 

（２）研究成果の適時、適切な現場実装 11 

研究成果を「法令等に基づく技術基準（法令、省令、告示）」、「ガイドライン・指針等」に反映した12 

主な事例は表3-4-1のとおり。 13 

研究成果については、必要に応じ、研究課題の研究期間の終了を待つことなく、技術基準等に反映し14 

ている。例えば、空港土木施設設計要領（舗装設計編）の改正検討等により、空港土木施設設計要領（舗15 

装設計編）の改正を適時行っている。 16 
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表3-4-1 研究成果を技術基準等に反映した主な事例 
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3.5 中長期の課題への対応 1 

（１）将来を見据えた研究課題の設定 2 

国総研では、直面する政策展開に対応した研究課題に加え、今後対応が想定される課題を抽出し、将3 

来的に必要となる政策に資するために実施する研究課題を設定している。 4 

具体的な事例については、「４章 活動事例」において紹介する。 5 

（２）ビジョン、ロードマップ等 6 

将来を見据えた研究課題を設定するにあたっては、指針となるビジョンやロードマップ、もしくはそ7 

れに相当するものがあることが望ましい。以下に、国総研が参考にしているビジョンやロードマップ、8 

もしくはそれに相当するものの一部を紹介する。 9 

①国土交通省技術基本計画 10 

国土交通省では、国土交通行政における事業・施策の効果・効率をより一層向上させ、国土交通に係11 

る技術が国内外において広く社会に貢献することを目的に、技術政策の基本方針を示す国土交通省技術12 

基本計画を定めている。 13 

令和４年度から８年度の５年間を計画期間とする第５期国土交通省技術基本計画では、社会経済的な14 

課題への対応を図るため、以下の６つの重点分野を定め、技術研究開発や、技術基準の策定等に戦略的15 

に取り組んでいくこととしている。 16 

１．防災・減災が主流となる社会の実現 17 

２．持続可能なインフラメンテナンス 18 

３．持続可能で暮らしやすい地域社会の実現 19 

４．経済の好循環を支える基盤整備 20 

５．デジタル・トランスフォーメーション 21 

６．脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上 22 

国総研における研究活動は、上記の重点分野に対応したものとなっていることから、「４章 活動事23 

例」では、研究活動と上記の重点分野との対応関係を示している。 24 

②政策分野毎のビジョン、ロードマップに相当するもの 25 

関係省庁が連携して令和３年６月に策定した「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」26 

では、成長が期待される14の重要分野について実行計画を策定し、可能な限り、具体的な見通しを示し27 

ている。国土交通省が令和３年７月に策定した「国土交通グリーンチャレンジ」では、グリーン社会の28 

実現に向けて2050年の長期を見据えつつ、2030年度までの10年間に重点的に取り組む分野横断・官民連29 

携のプロジェクト、政策パッケージをとりまとめている。 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

③施設分野毎のビジョン、ロードマップ 37 

国土交通省水管理・国土保全局下水道部及び公益社団法人日本下水道協会は、下水道の中長期的な方38 

向性や未来像を示すものとして、「新下水道ビジョン」を平成26年７月に作成、公表した。「新下水道ビ39 

グリーン社会の実現に向けた「国土交通グリーンチャレンジ」（抄） 
２．国土交通グリーンチャレンジにおいて分野横断・官民連携により取り組む重点プロジェクト 
（１）省エネ・再エネ拡大等につながるスマートで強靱なくらしとまちづくり 
【主な施策】 
（住宅・建築物の更なる省エネ対策の強化） 
○炭素貯蔵効果の高い木造住宅等の普及、CLT 等を活用した中高層住宅・建築物の木造化等により、

まちにおける炭素の貯蔵を促進するため、建築基準の合理化、CLT等を活用した先導的な設計・施
工技術の導入支援、設計に関する情報ポータルサイトの整備、設計者育成に取り組む。 
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ジョン」を踏まえ、国土交通省（水管理・国土保全局下水道部及び国土技術政策総合研究所下水道研究1 

部）が策定した「下水道技術ビジョン」では、下水道の今後の重要な課題を解決するため、11の技術開2 

発分野ごとに技術目標を設定し、技術目標達成に至るまでのロードマップ（５年後、10年後、概ね20年3 

後）をまとめ、今後の技術開発の方針を示している。「下水道技術ビジョン」は定期的に見直しをして4 

おり、平成27年12月に策定して以降、令和４年度末までに６度の改訂を行っている。 5 

また、道路分野では、社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会より、令和２年６月に「道路政策6 

ビジョン『2040年、道路の景色が変わる』」、令和４年８月に「今、道路の景色を変えていく～2040年7 

道路政策ビジョンへのロードマップ～」が提言され、2040年の日本社会を念頭に、道路政策を通じて実8 

現を目指す社会像、その実現に向けた中長期的な政策の方向性が提案されている。 9 

（３）国総研における研究部等の運営方針 10 

国総研では、（２）で紹介したビジョン、ロードマップ等を踏まえつつ、毎年度、研究部・センター毎11 

の運営方針を定めて公表している。運営方針には、当該年度に特に重視する研究・活動の実施方針に加12 

え、国土・社会の動向と将来展望を踏まえた研究・活動の全体像を記載している。研究・活動の全体像13 

について、時間軸を意識して記載することを、令和４年度に所内ルールとして明確化した。 14 

（４）基礎研究経費による研究 15 

行政部費を使用して行う研究のうち基礎研究経費による研究は、年度当初に研究部の要望を踏まえて16 

予算配分をしている。 17 

基礎研究経費による研究予算の配分にあたっては、以下に示す４つの評価の視点を設けている。若手18 

研究者育成に資するもの（｢若手育成型｣）や挑戦的な研究（｢挑戦型｣）等を評価するようにしており、19 

国総研が将来的に必要となる政策に資する研究課題を設定することにつながっている。 20 

例えば、「若手育成型」の研究では、若手研究者から応募があった、洪水氾濫域内の残留土砂の低減21 

方策の提案及びその効果の評価手法の確立に向け、計算及び実験により必要な基礎的知見を得る取組み22 

を行った「洪水氾濫に伴う地域の迅速な復旧のための残留土砂の低減方策に関する基礎的研究」や、マ23 

ンションの建替え合意形成の過程における高齢者の課題を明らかにするとともに、高齢者に関わる大き24 

な課題である仮住まいについて、段階的な解体・施工で不要とする取組等を詳細に調査、確認した「マ25 

ンション建替えの合意形成における高齢者対応に関する研究」を実施している。 26 

また、「挑戦型」の研究では、インフラの維持管理において３次元点群データの融合技術および３次27 

元モデリング自動化技術を用いて、オープンソース等を活用しながら既設橋脚の３次元モデルを効率的28 

かつ簡便に作成できることを実証した「３次元点群データからAIを活用した３次元モデル自動作成技29 

術に関する研究」や、空中写真から火災・飛び火に脆弱な古い木造家屋を自動的に検出するプログラム30 

の作成及び地域の飛び火脆弱性を評価する技術の提案等をした「飛び火ハザード地域分布の把握技術に31 

関する研究」を実施している。 32 
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評価の視点＼年度
平成
30年度

令和
元年度

２年度 ３年度 ４年度 合計
実施件数に
占める割合

若手育成型 3 9 6 4 6 28 12%

FS型 7 10 8 7 13 45 19%

社会実装・技術補完型 14 21 20 20 20 95 41%

挑戦型 7 15 16 16 11 65 28%

その他 26 5 5 2 0 38 16%

実施件数 53 48 47 42 42 232

基礎研究経費による研究の年度別の実施件数及び評価の視点毎の内訳は表3-5-1のとおり。 1 

 2 

表3-5-1 基礎研究経費の実施件数及び評価の視点毎の内訳 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 
 13 
※同一の研究が、複数の評価の視点に該当する場合があるため、評価の視点毎の数字の合計は実施件数とは一致しない。 14 
※評価の視点が「その他」となっているものは、上記の４つの評価の視点に該当しないもの。 15 
※基礎研究経費による研究の研究期間は概ね１～３年となっている。また、基礎研究経費による研究は基本的に開始年度16 
にのみ評価をしている。上記の評価の視点は平成30年度から設けられたものであるため、平成29年度以前からの継続17 
課題を含む平成30年度は「その他」の件数が多くなっている。 18 

 19 

 20 

 21 

  22 

基礎研究経費による研究における評価の視点 

① 若手研究者育成に資するもの（「若手育成型」） 

② 新規の事項立てや総プロ等の研究課題のフィージビリティスタディ（事前検討）を行うも

の（「ＦＳ型」） 

③ 終了した事項立てや総プロ等の成果の技術的な社会実装を図るもの又は技術的な補完を行

うもの（「社会実装・技術補完型」） 

④ 事項立てや総プロ等には該当しない挑戦的な研究※（「挑戦型」） 

※研究の着眼点や仮説の設定などに独創性が認められるもの、新技術の導入等これまで取り組んでいなかった分野に対する

探索的性質の強いもの、今後の新たな研究の萌芽となりうるもの等。 
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3.6 横断的な連携 1 

国総研では、研究開発の特性に応じて効果的・効率的に研究を実施するため、所内連携や省庁間連携、2 

産学官連携など、横断的な連携をしながら研究を実施している。 3 

なお、国総研における横断的な連携の仕組みの全体像については、「３章 評価基準⑤質の高い研究4 

を支えるマネジメントの仕組みの構築」において紹介する。 5 

3.7 国総研の国際活動 6 

（１）国総研の国際活動の概観 7 

国総研では、国土交通省の関連方針も踏まえ、海外の政府機関や政府系研究機関を中心とした機関と8 

の交流を進めると共に、下記１～３を柱とした国際的な活動を展開している。 9 

 10 

令和元年度末から続いたコロナ禍においては、海外との人の行き来が不可能となり、Web会議等を活用11 

した非対面での活動が中心となったが、令和４年度から徐々に海外出張が可能となり、国際的な活動が12 

再開しつつあるところである。 13 

• 海外の政府機関や政府系研究機関とのネットワークを構築し、
海外の先進事例や災害被災状況の情報収集・情報共有を行う

１．国内政策に対する技術面からの貢献

 国内の政策提案や技術基準等へ
の反映
→将来的な技術協力への発展

 国内政策の根拠になるデータや
研究成果の提供

２．開発途上国への技術協力

３．インフラシステムの海外展開

• 開発途上国での現地政府が抱える高度な技術
的課題への対策、技術基準策定や技術系政府
職員の能力向上への協力を行う

• 被災現場での復興支援・防災対策等の技術的支
援も実施する

• ISOで一部技術基準の国際化において主導的役割を担うことで、国
内基準と国際基準の整合性を確保する

• 日本での技術基準策定の知見を生かし、日本の技術基準を相手
国の諸条件に合わせたカスタムメイドを実施する

※国総研で二国間の協定等を締結するだけで無く、多国間
協力を含めた本省で締結した同様の協定等を活用

 公共施設管理者に近い立場で得られた、国内
での公共施設整備・維持管理や災害対応・
復旧復興の知見・教訓

 防災・減災対策の高度化研究の成果

 インフラシステムの海外
展開を技術的に支援

〔活動の成果〕

〔活動の効果〕

〔活動に活用できる資産〕
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図3-7-1 国際研究協力（二国間・多国間）によるプロジェクト数の推移 

図3-7-2 外国出張件数及び国際会議(Web)の参加件数 

図3-7-3 外国人研修員の講座数・受入人数の推移 



45 
 

 1 
図3-7-4 国総研の国際研究活動(H30-R４) 



































































































































































































































































































































matsuyama-t274
テキスト ボックス
参考文献１












番
号

施
策

へ
の

反
映

状
況

施
策

へ
の

反
映

内
容

連
携

部
局

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

分
野

担
当

者
代

表
研

究
部

・セ
ン

タ
ー

国
総

研
の

貢
献

の
仕

方
分

野
反

映
の

基
に

な
っ

た
個

別
研

究
課

題
名

30
令

和
５

年
国

土
交

通
省

告
示

第
20

8号
に

関
す

る
技

術
基

準
原

案
の

作
成

建
築

基
準

法
施

行
令

第
12

0条
第

1項
の

表
の

（一
）の

項
に

規
定

す
る

、
直

通
階

段
の

一
に

至
る

歩
行

距
離

に
関

し
、

建
築

基
準

法
施

行
令

第
11

6条
の

2第
1項

第
1号

に
該

当
す

る
窓

そ
の

他
の

開
口

部
を

有
す

る
居

室
と

同
等

の
規

制
を

受
け

る
も

の
を

定
め

る
件

（令
和

５
年

国
土

交
通

省
告

示
第

20
8号

）が
定

め
ら

れ
た

。
（令

和
5年

3月
20

日
公

布
・令

和
5

年
4月

1日
施

行
）

住
宅

局
建

築
指

導
課

、
参

事
官

（建
築

企
画

担
当

）

1.
国

土
を

強
靱

化
し

、
国

民
の

い
の

ち
と

暮
ら

し
を

ま
も

る
研

究

建
築

研
究

部
　

基
準

認
証

シ
ス

テ
ム

研
究

室
　

　
阿

部
室

長
　

防
火

基
準

研
究

室
　

岩
見

室
長

　
出

口
主

任
研

究
官

　
樋

本
主

任
研

究
官

　
水

上
主

任
研

究
官

ヘ
.建

築
研

究
部

A
.法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
（法

令
、

政
令

、
省

令
、

告
示

）

c.
建

築
・住

宅
総

プ
ロ

「新
し

い
木

質
材

料
を

活
用

し
た

混
構

造
建

築
物

の
設

計
・施

工
技

術
の

開
発

」(
H

29
～

R
3)

31
令

和
５

年
国

住
指

第
53

6号
に

関
す

る
技

術
基

準
原

案
の

作
成

(1
)

建
築

基
準

法
施

行
令

第
10

7条
第

1項
に

規
定

す
る

、
非

損
傷

性
の

要
求

時
間

等
、

階
数

に
応

じ
て

要
求

さ
れ

る
耐

火
性

能
基

準
の

合
理

化
に

つ
い

て
（令

和
５

年
国

住
指

第
53

6
号

）が
定

め
ら

れ
た

。
（令

和
5年

3月
24

日
発

出
）

住
宅

局
建

築
指

導
課

、
参

事
官

（建
築

企
画

担
当

）

1.
国

土
を

強
靱

化
し

、
国

民
の

い
の

ち
と

暮
ら

し
を

ま
も

る
研

究

建
築

研
究

部
　

基
準

認
証

シ
ス

テ
ム

研
究

室
　

　
阿

部
室

長
　

防
火

基
準

研
究

室
　

岩
見

室
長

　
出

口
主

任
研

究
官

　
樋

本
主

任
研

究
官

　
水

上
主

任
研

究
官

ヘ
.建

築
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
c.

建
築

・住
宅

総
プ

ロ
「新

し
い

木
質

材
料

を
活

用
し

た
混

構
造

建
築

物
の

設
計

・施
工

技
術

の
開

発
」(

H
29

～
R

3)

32
令

和
５

年
国

住
指

第
53

6号
に

関
す

る
技

術
基

準
原

案
の

作
成

(2
)

建
築

基
準

法
施

行
令

第
12

0条
第

1項
及

び
令

第
11

1条
第

1項
に

規
定

す
る

、
採

光
無

窓
居

室
の

基
準

等
、

採
光

無
窓

居
室

か
ら

直
通

階
段

ま
で

の
歩

行
距

離
制

限
等

の
合

理
化

に
つ

い
て

（令
和

５
年

国
住

指
第

53
6号

）が
定

め
ら

れ
た

。
（令

和
5年

3月
24

日
発

出
）

住
宅

局
建

築
指

導
課

、
参

事
官

（建
築

企
画

担
当

）

1.
国

土
を

強
靱

化
し

、
国

民
の

い
の

ち
と

暮
ら

し
を

ま
も

る
研

究

建
築

研
究

部
　

基
準

認
証

シ
ス

テ
ム

研
究

室
　

　
阿

部
室

長
　

防
火

基
準

研
究

室
　

岩
見

室
長

　
出

口
主

任
研

究
官

　
樋

本
主

任
研

究
官

　
水

上
主

任
研

究
官

ヘ
.建

築
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
c.

建
築

・住
宅

総
プ

ロ
「新

し
い

木
質

材
料

を
活

用
し

た
混

構
造

建
築

物
の

設
計

・施
工

技
術

の
開

発
」(

H
29

～
R

3)

33
令

和
５

年
国

土
交

通
省

告
示

第
22

9号
に

関
す

る
技

術
基

準
原

案
の

作
成

床
組

及
び

小
屋

ば
り

組
に

木
板

そ
の

他
こ

れ
ら

に
類

す
る

も
の

を
打

ち
付

け
る

基
準

を
定

め
る

件
（平

成
28

年
国

土
交

通
省

告
示

第
69

1号
）の

一
部

を
改

正
す

る
件

（令
和

5年
国

土
交

通
省

告
示

第
22

9号
）が

定
め

ら
れ

た
。

（令
和

5年
3月

28
日

公
布

・施
行

）

住
宅

局
建

築
指

導
課

、
参

事
官

（建
築

企
画

担
当

）

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

建
築

研
究

部
　

基
準

認
証

シ
ス

テ
ム

研
究

室
　

　
荒

木
主

任
研

究
官

　
評

価
シ

ス
テ

ム
研

究
室

　
秋

山
主

任
研

究
官

ヘ
.建

築
研

究
部

A
.法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
（法

令
、

政
令

、
省

令
、

告
示

）

c.
建

築
・住

宅
基

整
促

S
25

「断
面

の
大

き
い

軸
材

料
等

を
用

い
る

木
造

建
築

物
の

技
術

基
準

に
関

す
る

検
討

」（
H

2
9-

30
）

34
住

宅
確

保
要

配
慮

者
世

帯
数

推
計

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

更
新

・
公

開

市
町

村
に

お
け

る
「公

営
住

宅
等

長
寿

命
化

計
画

」や
「住

宅
確

保
要

配
慮

者
賃

貸
住

宅
供

給
促

進
計

画
」等

の
効

果
的

な
策

定
を

促
進

す
る

た
め

、
住

宅
局

住
宅

政
策

課
、

住
宅

総
合

整
備

課
と

連
携

し
、

市
町

村
が

、
地

域
の

実
情

や
ニ

ー
ズ

に
応

じ
て

住
宅

確
保

要
配

慮
者

の
世

帯
数

を
推

計
す

る
こ

と
が

可
能

と
な

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
更

新
・改

良
し

、
公

開
し

た
。

本
省

住
宅

局
3.

快
適

で
安

心
な

暮
ら

し
を

支
え

る
研

究

建
築

研
究

部
　

長
谷

川
洋

部
長

住
宅

研
究

部
　

住
宅

計
画

研
究

室
　

内
海

主
任

研
究

官

ト
.住

宅
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
c.

建
築

・住
宅

-

35
建

築
物

省
エ

ネ
法

に
お

け
る

省
エ

ネ
基

準
の

基
準

強
化

に
向

け
た

検
討

に
お

け
る

知
見

の
提

供
等

社
会

資
本

整
備

審
議

会
建

築
分

科
会

建
築

環
境

部
会

建
築

物
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

基
準

等
小

委
員

会
に

お
い

て
、

建
築

物
省

エ
ネ

法
に

お
け

る
省

エ
ネ

基
準

の
基

準
強

化
に

向
け

た
検

討
を

進
め

る
中

で
、

大
規

模
非

住
宅

建
築

物
の

基
準

適
合

率
等

に
つ

い
て

知
見

の
提

供
を

行
っ

た
。

本
省

住
宅

局
3.

快
適

で
安

心
な

暮
ら

し
を

支
え

る
研

究

住
宅

研
究

部
　

建
築

環
境

研
究

室
　

宮
田

主
任

研
究

官
ト

.住
宅

研
究

部
C

.本
省

の
委

員
会

等
資

料
c.

建
築

・住
宅

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

解
析

に
基

づ
く
非

住
宅

建
築

物
の

省
エ

ネ
設

計
自

動
提

案
手

法
に

関
す

る
研

究

36
建

築
基

準
法

施
行

令
の

施
行

に
必

要
な

告
示

制
定

に
係

る
技

術
的

支
援

お
よ

び
原

案
作

成

　
国

土
交

通
省

住
宅

局
で

は
、

物
流

倉
庫

等
に

お
い

て
、

積
卸

し
等

が
行

わ
れ

る
ひ

さ
し

の
部

分
に

つ
い

て
、

建
蔽

率
規

制
の

合
理

化
を

図
り

、
物

流
効

率
化

に
資

す
る

大
規

模
な

ひ
さ

し
の

設
置

を
容

易
に

す
る

た
め

、
建

築
物

の
建

蔽
率

の
算

定
の

基
礎

と
な

る
建

築
面

積
を

算
定

方
法

に
係

る
、

建
築

基
準

法
施

行
令

第
2条

第
1項

第
2号

の
改

正
に

引
き

続
き

、
本

政
令

の
施

行
に

必
要

な
告

示
（安

全
上

、
防

火
上

及
び

衛
生

上
支

障
が

な
い

軒
等

を
定

め
る

等
の

件
（国

土
交

通
省

告
示

第
14

3号
））

を
制

定
し

、
令

和
5年

3月
に

公
布

し
た

。
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究
所

で
は

、
こ

の
告

示
の

制
定

に
係

る
技

術
的

支
援

お
よ

び
原

案
作

成
を

行
っ

た
。

国
土

交
通

省
住

宅
局

市
街

地
建

築
課

3.
快

適
で

安
心

な
暮

ら
し

を
支

え
る

研
究

都
市

研
究

部
　

都
市

計
画

研
究

室
　

　
勝

又
室

長
建

築
研

究
部

　
防

火
基

準
研

究
室

　
　

岩
見

室
長

　
設

備
基

準
研

究
室

　
　

山
口

室
長

　
建

築
環

境
研

究
室

　
西

澤
室

長

チ
.都

市
研

究
部

A
.法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
（法

令
、

政
令

、
省

令
、

告
示

）

c.
建

築
・住

宅
建

物
用

途
規

制
の

合
理

化
に

向
け

た
許

可
実

例
等

の
デ

ー
タ

整
備

に
関

す
る

研
究

（R
2～

R
4）

211



番
号

施
策

へ
の

反
映

状
況

施
策

へ
の

反
映

内
容

連
携

部
局

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

分
野

担
当

者
代

表
研

究
部

・セ
ン

タ
ー

国
総

研
の

貢
献

の
仕

方
分

野
反

映
の

基
に

な
っ

た
個

別
研

究
課

題
名

37
『ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

事
例

集
【導

入
編

】』
の

作
成

　
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究
所

で
は

、
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

の
実

装
を

支
援

し
、

全
国

横
展

開
を

促
進

す
る

こ
と

目
的

と
し

て
、

全
国

各
地

の
76

の
ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

事
業

に
つ

い
て

、
都

市
の

抱
え

る
課

題
を

解
決

す
る

た
め

の
新

技
術

を
検

索
で

き
る

『ス
マ

ー
ト

シ
テ

ィ
事

例
集

 【
導

入
編

】 
～

都
市

問
題

と
新

技
術

の
マ

ッ
チ

ン
グ

に
向

け
て

～
』V

er
1.

0を
作

成
し

、
令

和
4年

10
月

に
国

総
研

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
て

公
開

し
た

。
本

事
例

集
で

は
、

都
市

の
課

題
に

対
応

す
る

新
技

術
導

入
に

当
た

っ
て

の
課

題
と

対
応

や
、

導
入

効
果

の
評

価
方

法
、

評
価

指
標

の
事

例
な

ど
を

わ
か

り
や

す
く
示

し
て

い
る

。
本

事
例

集
に

つ
い

て
は

、
令

和
4年

10
月

の
ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

官
民

連
携

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

オ
ン

ラ
イ

ン
セ

ミ
ナ

ー
で

講
演

し
周

知
を

図
る

と
と

も
に

、
本

省
都

市
局

の
「ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

モ
デ

ル
事

業
等

推
進

有
識

者
委

員
会

」の
資

料
と

し
て

活
用

さ
れ

た
。

国
土

交
通

省
都

市
局

都
市

計
画

課

3.
快

適
で

安
心

な
暮

ら
し

を
支

え
る

研
究

都
市

研
究

部
　

都
市

計
画

研
究

室
　

勝
又

室
長

　
熊

倉
主

任
研

究
官

　
地

下
主

任
研

究
官

　
都

市
施

設
研

究
室

　
新

階
室

長

チ
.都

市
研

究
部

C
.本

省
の

委
員

会
等

資
料

d.
都

市
（下

水
道

、
公

園
含

む
）

ス
マ

ー
ト

シ
テ

ィ
推

進
支

援
の

た
め

の
主

要
な

都
市

問
題

解
決

に
係

る
計

画
評

価
技

術
の

開
発

（R
2～

R
4）

38

「小
地

域
（町

丁
・字

）を
単

位
と

し
た

将
来

人
口

・世
帯

予
測

ツ
ー

ル
（バ

ー
ジ

ョ
ン

２
）」

（H
27

国
調

対
応

版
）の

「立
地

適
正

化
計

画
作

成
の

手
引

き
」へ

の
反

映
、

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

各
種

計
画

策
定

で
の

活
用

コ
ン

パ
ク

ト
な

ま
ち

づ
く
り

を
進

め
る

地
方

公
共

団
体

を
支

援
す

る
た

め
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究
所

が
開

発
・公

開
し

た
「小

地
域

（町
丁

・字
）を

単
位

と
し

た
将

来
人

口
・世

帯
予

測
ツ

ー
ル

（バ
ー

ジ
ョ

ン
２

）」
（H

27
国

調
対

応
版

）に
つ

い
て

、
「立

地
適

正
化

計
画

作
成

の
手

引
き

」（
令

和
4年

4月
改

訂
版

、
都

市
局

都
市

計
画

課
）に

お
い

て
、

都
市

が
抱

え
る

課
題

の
現

状
及

び
将

来
見

通
し

の
地

域
別

（ミ
ク

ロ
）分

析
を

行
う

際
の

地
区

別
将

来
人

口
予

測
手

法
と

し
て

紹
介

さ
れ

て
お

り
、

多
く
の

地
方

公
共

団
体

、
ま

ち
づ

く
り

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
、

大
学

等
に

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

さ
れ

、
立

地
適

正
化

計
画

、
都

市
計

画
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

、
空

き
家

等
対

策
計

画
等

の
計

画
策

定
等

に
お

い
て

活
用

さ
れ

て
い

る
。

国
土

交
通

省
都

市
局

都
市

計
画

課

3.
快

適
で

安
心

な
暮

ら
し

を
支

え
る

研
究

都
市

研
究

部
　

都
市

計
画

研
究

室
　

勝
又

室
長

チ
.都

市
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
d.

都
市

（下
水

道
、

公
園

含
む

）

都
市

の
計

画
的

な
縮

退
・再

編
の

た
め

の
維

持
管

理
技

術
及

び
立

地
評

定
技

術
の

開
発

（H
26

～
H

28
）

39
社

会
資

本
整

備
審

議
会

都
市

計
画

基
本

問
題

小
委

員
会

の
委

員
会

資
料

へ
の

反
映

　
市

町
村

が
策

定
し

た
立

地
適

正
化

計
画

に
定

め
ら

れ
た

誘
導

施
設

の
種

類
や

規
模

に
つ

い
て

詳
細

な
情

報
を

収
集

・整
理

し
た

結
果

が
、

多
様

な
暮

ら
し

方
・働

き
方

に
応

じ
た

実
効

性
の

あ
る

コ
ン

パ
ク

ト
・プ

ラ
ス

・ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
取

組
等

に
つ

い
て

議
論

を
行

う
、

社
会

資
本

整
備

審
議

会
都

市
計

画
基

本
問

題
小

委
員

会
（令

和
５

年
３

月
22

日
開

催
）の

配
布

資
料

に
掲

載
さ

れ
、

同
小

委
員

会
の

「中
間

取
り

ま
と

め
」（

令
和

５
年

４
月

14
日

公
表

）
の

作
成

に
あ

た
っ

て
の

参
考

と
さ

れ
た

。

国
土

交
通

省
都

市
局

都
市

計
画

課

3.
快

適
で

安
心

な
暮

ら
し

を
支

え
る

研
究

都
市

研
究

部
　

都
市

計
画

研
究

室
　

主
任

研
究

官
　

地
下

　
調

チ
.都

市
研

究
部

C
.本

省
の

委
員

会
等

資
料

d.
都

市
（下

水
道

、
公

園
含

む
）

立
地

適
正

化
計

画
に

よ
る

都
市

機
能

の
立

地
誘

導
効

果
等

の
分

析
（R

3～
R

4）

40
「東

京
湾

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

」の
開

催

本
研

究
室

の
研

究
成

果
を

広
報

す
る

と
と

も
に

沿
岸

域
の

自
然

再
生

に
関

わ
る

各
分

野
で

先
端

の
研

究
を

実
施

し
て

い
る

研
究

者
に

よ
る

講
演

を
す

る
こ

と
に

よ
り

、
沿

岸
域

の
自

然
再

生
が

一
層

推
進

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

を
開

催
し

た
。

ま
た

東
京

湾
に

関
す

る
研

究
お

よ
び

市
民

活
動

を
普

及
す

る
パ

ネ
ル

展
を

行
っ

た
。

本
省

港
湾

局
海

洋
・環

境
課

4.
そ

の
他

沿
岸

海
洋

・防
災

研
究

部
　

海
洋

環
境

・危
機

管
理

研
究

室
　

岡
田

室
長

　
内

藤
主

任
研

究
官

　
秋

山
主

任
研

究
官

リ
.沿

岸
海

洋
・防

災
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
環

境
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
等

開
催

（R
4）

41
「東

京
湾

環
境

マ
ッ

プ
」の

作
成

東
京

湾
に

お
い

て
、

国
、

自
治

体
、

研
究

機
関

、
企

業
、

市
民

団
体

な
ど

が
連

携
を

図
り

、
海

域
お

よ
び

河
川

の
水

質
等

を
一

斉
に

調
査

す
る

と
と

も
に

、
環

境
啓

発
活

動
の

イ
ベ

ン
ト

を
実

施
す

る
な

ど
多

様
な

主
体

が
連

携
、

協
同

す
る

取
組

の
一

つ
と

し
て

、
東

京
湾

水
質

一
斉

調
査

が
毎

年
実

施
さ

れ
て

い
る

。
本

マ
ッ

プ
は

そ
の

成
果

を
取

り
ま

と
め

、
幅

広
い

関
係

者
と

の
情

報
ツ

ー
ル

と
し

て
活

用
さ

れ
た

。

本
省

港
湾

局
海

洋
・環

境
課

4.
そ

の
他

沿
岸

海
洋

・防
災

研
究

部
　

海
洋

環
境

・危
機

管
理

研
究

室
　

岡
田

室
長

　
内

藤
主

任
研

究
官

　
秋

山
主

任
研

究
官

リ
.沿

岸
海

洋
・防

災
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
環

境
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
等

開
催

（R
4）

42
親

水
性

護
岸

等
の

転
落

防
止

柵
に

関
す

る
技

術
分

析

港
湾

の
親

水
空

間
（親

水
性

護
岸

、
親

水
性

防
波

堤
、

緑
地

）の
転

落
防

止
柵

の
点

検
結

果
を

基
に

、
港

湾
の

親
水

空
間

に
お

け
る

転
落

防
止

柵
の

現
状

に
つ

い
て

整
理

・分
析

す
る

と
と

も
に

、
転

落
防

止
柵

の
高

さ
や

格
子

間
隔

等
の

諸
元

に
関

す
る

法
令

や
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

に
つ

い
て

分
析

し
、

港
湾

の
施

設
の

技
術

上
の

基
準

・同
解

説
の

部
分

改
訂

に
反

映
さ

れ
た

。

本
省

港
湾

局
3.

快
適

で
安

心
な

暮
ら

し
を

支
え

る
研

究

管
理

調
整

部
　

松
田

情
報

・施
工

シ
ス

テ
ム

研
究

官
ヌ

.港
湾

研
究

部

A
.法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
（法

令
、

政
令

、
省

令
、

告
示

）

e.
港

湾
空

港
港

湾
の

親
水

空
間

に
お

け
る

転
落

防
止

柵
の

現
状

43
「ク

ル
ー

ズ
レ

ポ
ー

ト
」の

ク
ル

ー
ズ

船
寄

港
回

数
の

取
り

ま
と

め
取

り
ま

と
め

た
結

果
が

、
ク

ル
ー

ズ
関

係
施

策
の

基
礎

資
料

と
し

て
使

用
さ

れ
、

ク
ル

ー
ズ

レ
ポ

ー
ト

と
し

て
公

表
さ

れ
た

。
本

省
港

湾
局

産
業

港
湾

課

3.
快

適
で

安
心

な
暮

ら
し

を
支

え
る

研
究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

シ
ス

テ
ム

研
究

室
　

中
川

研
究

員
　

長
津

主
任

研
究

官
　

赤
倉

室
長

ヌ
.港

湾
研

究
部

C
.本

省
の

委
員

会
等

資
料

e.
港

湾
空

港
ク

ル
ー

ズ
の

需
要

動
向

と
そ

の
効

果
に

関
す

る
分

析
（H

27
～

R
6）
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番
号

施
策

へ
の

反
映

状
況

施
策

へ
の

反
映

内
容

連
携

部
局

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

分
野

担
当

者
代

表
研

究
部

・セ
ン

タ
ー

国
総

研
の

貢
献

の
仕

方
分

野
反

映
の

基
に

な
っ

た
個

別
研

究
課

題
名

44
世

界
の

港
湾

に
お

け
る

沖
待

ち
の

把
握

結
果

及
び

対
策

提
案

の
提

供
「新

し
い

国
際

コ
ン

テ
ナ

戦
略

港
湾

政
策

の
進

め
方

検
討

委
員

会
」に

て
政

策
検

討
の

た
め

の
資

料
と

し
て

使
用

さ
れ

た
本

省
港

湾
局

港
湾

経
済

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

シ
ス

テ
ム

研
究

室
　

赤
倉

室
長

ヌ
.港

湾
研

究
部

C
.本

省
の

委
員

会
等

資
料

e.
港

湾
空

港
コ

ン
テ

ナ
船

の
定

時
性

向
上

に
資

す
る

タ
ー

ミ
ナ

ル
混

雑
度

指
標

の
開

発
（R

元
～

R
4）

45
政

策
立

案
等

へ
の

海
事

デ
ー

タ
分

析
結

果
の

提
供

港
湾

政
策

立
案

、
港

湾
計

画
策

定
時

に
必

要
と

な
る

海
事

動
向

に
つ

い
て

、
適

宜
分

析
・

提
供

し
た

。

港
湾

局
計

画
課

・
港

湾
経

済
課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

計
画

研
究

室
　

上
田

主
任

研
究

官
　

安
部

室
長

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
国

際
的

な
海

事
動

向
の

分
析

46
コ

ン
テ

ナ
物

流
シ

ス
テ

ム
（
C

ol
in

s）
及

び
港

湾
手

続
支

援
シ

ス
テ

ム
へ

の
A

IS
リ

ア
ル

タ
イ

ム
デ

ー
タ

の
提

供
コ

リ
ン

ズ
シ

ス
テ

ム
の

機
能

の
一

部
で

あ
る

船
舶

動
静

に
つ

い
て

、
リ

ア
ル

タ
イ

ム
情

報
を

提
供

し
た

。
港

湾
局

港
湾

経
済

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

計
画

研
究

室
　

安
部

室
長

　
篠

永
研

究
官

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
全

国
A

IS
観

測
シ

ス
テ

ム

47
施

策
立

案
・実

施
の

た
め

の
A

IS
デ

ー
タ

に
よ

る
解

析
結

果
の

提
供

港
湾

政
策

立
案

、
港

湾
計

画
策

定
時

に
必

要
と

な
る

水
域

利
用

実
態

に
つ

い
て

A
IS

デ
ー

タ
を

適
宜

解
析

し
て

提
供

し
た

。
地

方
整

備
局

等

1.
国

土
を

強
靱

化
し

、
国

民
の

い
の

ち
と

く
ら

し
を

ま
も

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

計
画

研
究

室
　

安
部

室
長

　
篠

永
研

究
官

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
全

国
A

IS
観

測
シ

ス
テ

ム

48
気

候
変

動
対

策
の

実
装

に
関

す
る

委
員

会
へ

の
知

見
の

提
供

気
候

変
動

対
策

の
実

装
に

向
け

た
検

討
が

実
施

さ
れ

て
い

る
が

、
港

湾
利

用
へ

の
影

響
の

検
討

に
関

す
る

知
見

の
提

供
を

行
っ

た
。

港
湾

局
海

岸
・

防
災

課

1.
国

土
を

強
靱

化
し

、
国

民
の

い
の

ち
と

く
ら

し
を

ま
も

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

計
画

研
究

室
　

安
部

室
長

ヌ
.港

湾
研

究
部

C
.本

省
の

委
員

会
等

資
料

e.
港

湾
空

港
気

候
変

動
対

策
の

実
装

に
関

す
る

研
究

49
港

湾
の

施
設

の
技

術
上

の
基

準
・同

解
説

の
部

分
改

訂

港
湾

の
施

設
の

技
術

上
の

基
準

・同
解

説
に

つ
い

て
、

・水
没

し
た

防
波

堤
の

よ
る

波
の

伝
播

変
形

、
・防

波
堤

の
腹

付
工

（性
能

照
査

）、
海

氷
を

考
慮

し
た

設
計

、
防

食
・補

修
マ

ニ
ュ

ア
ル

お
よ

び
既

存
ケ

ー
ソ

ン
の

補
強

、
親

水
施

護
岸

等
の

転
落

防
止

柵
に

関
す

る
項

目
に

つ
い

て
、

民
間

ユ
ー

ザ
ー

と
の

意
見

交
換

を
経

て
部

分
改

訂
を

行
っ

た
。

本
省

港
湾

局
2.

社
会

の
生

産
性

と
成

長
力

を
高

め
る

研
究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

施
設

研
究

室
　

竹
信

室
長

　
菅

原
主

任
研

ヌ
.港

湾
研

究
部

A
.法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
（法

令
、

政
令

、
省

令
、

告
示

）

e.
港

湾
空

港
社

会
情

勢
の

変
化

を
踏

ま
え

た
次

世
代

港
湾

基
準

の
策

定
に

向
け

た
検

討

50
強

震
・微

動
観

測
結

果
に

基
づ

く
設

計
用

レ
ベ

ル
１

地
震

動
の

管
理

・評
価

港
湾

施
設

の
設

計
に

用
い

る
レ

ベ
ル

１
地

震
動

の
管

理
、

評
価

を
行

っ
て

い
る

。
収

集
・解

析
し

て
い

る
情

報
は

、
レ

ベ
ル

1地
震

動
、

サ
イ

ト
増

幅
特

性
、

強
震

計
測

地
点

情
報

等
で

あ
り

、
一

般
に

利
用

し
て

も
ら

え
る

よ
う

国
総

研
W

eb
で

公
開

。
本

省
港

湾
局

1.
国

土
を

強
靱

化
し

、
国

民
の

い
の

ち
と

暮
ら

し
を

ま
も

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

施
設

研
究

室
　

竹
信

室
長

　
菅

原
主

任
研

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
社

会
情

勢
の

変
化

を
踏

ま
え

た
次

世
代

港
湾

基
準

の
策

定
に

向
け

た
検

討

51
ベ

ト
ナ

ム
国

家
港

湾
基

準
策

定

我
が

国
の

「港
湾

の
施

設
の

技
術

上
の

基
準

・同
解

説
」に

関
す

る
研

究
や

取
り

ま
と

め
の

ノ
ウ

ハ
ウ

が
蓄

積
さ

れ
て

お
り

、
こ

う
し

た
経

験
を

活
か

し
ベ

ト
ナ

ム
の

自
然

条
件

や
技

術
水

準
・経

済
水

準
に

合
わ

せ
た

基
準

策
定

の
支

援
を

行
っ

て
い

る
。

今
年

度
は

、
「防

波
堤

」「
浚

渫
・埋

立
」編

が
取

り
ま

と
め

ら
れ

た
。

こ
の

ベ
ト

ナ
ム

国
家

港
湾

基
準

策
定

支
援

は
、

国
土

交
通

省
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
海

外
展

開
行

動
計

画
に

も
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
る

。

本
省

港
湾

局
4.

そ
の

他

港
湾

研
究

部
　

港
湾

施
設

研
究

室
　

竹
信

室
長

　
菅

原
主

任
研

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
社

会
情

勢
の

変
化

を
踏

ま
え

た
次

世
代

港
湾

基
準

の
策

定
に

向
け

た
検

討

52
マ

ル
チ

ビ
ー

ム
測

深
及

び
施

工
履

歴
デ

ー
タ

を
利

用
し

た
、

基
礎

工
及

び
床

掘
工

の
モ

デ
ル

工
事

に
お

け
る

出
来

形
計

測
の

手
順

書
の

作
成

現
地

実
証

試
験

の
結

果
等

を
ふ

ま
え

、
基

礎
工

及
び

床
掘

工
の

モ
デ

ル
工

事
を

対
象

に
、

マ
ル

チ
ビ

ー
ム

測
深

及
び

施
工

履
歴

デ
ー

タ
を

利
用

し
た

出
来

形
計

測
の

手
順

書
を

作
成

し
、

直
轄

事
務

所
に

提
供

（令
和

5年
3月

）
本

省
港

湾
局

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

施
工

シ
ス

テ
ム

・
保

全
研

究
室

　
辰

巳
室

長
　

川
上

主
任

研
究

官
　

河
合

研
究

員
　

小
嶋

交
流

研
究

員

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
港

湾
分

野
に

お
け

る
i-

C
on

st
ru

ct
io

n
の

推
進

に
関

す
る

調
査

研
究

53
B

IM
/C

IM
ジ

ェ
ネ

リ
ッ

ク
オ

ブ
ジ

ェ
ク

ト
（パ

ー
ツ

モ
デ

ル
）の

作
成

及
び

無
償

配
布

B
IM

/C
IM

モ
デ

ル
作

成
の

負
担

軽
減

を
目

的
と

し
て

、
係

船
柱

や
車

止
め

等
の

ジ
ェ

ネ
リ

ッ
ク

オ
ブ

ジ
ェ

ク
ト

（パ
ー

ツ
モ

デ
ル

）を
作

成
し

、
令

和
4年

10
月

に
国

土
交

通
省

港
湾

局
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

で
公

開
及

び
無

償
配

布
を

開
始

本
省

港
湾

局
2.

社
会

の
生

産
性

と
成

長
力

を
高

め
る

研
究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

施
工

シ
ス

テ
ム

・
保

全
研

究
室

　
辰

巳
室

長
　

坂
田

主
任

研
究

官
　

川
上

主
任

研
究

官
　

河
合

研
究

員

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
港

湾
分

野
に

お
け

る
i-

C
on

st
ru

ct
io

n
の

推
進

に
関

す
る

調
査

研
究
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反
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況

施
策

へ
の

反
映

内
容

連
携

部
局

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

分
野

担
当

者
代

表
研

究
部

・セ
ン

タ
ー

国
総

研
の

貢
献

の
仕

方
分

野
反

映
の

基
に

な
っ

た
個

別
研

究
課

題
名

54
港

湾
空

港
工

事
等

の
競

争
参

加
資

格
評

価
に

係
る

試
算

及
び

分
析

結
果

の
提

供

令
和

5・
6年

度
の

港
湾

空
港

工
事

等
の

競
争

参
加

資
格

審
査

の
た

め
、

競
争

参
加

資
格

評
価

に
係

る
試

算
及

び
分

析
を

実
施

し
、

そ
の

結
果

を
国

土
交

通
省

港
湾

局
等

の
関

係
部

局
へ

提
供

（令
和

5年
2月

）
本

省
港

湾
局

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

施
工

シ
ス

テ
ム

・
保

全
研

究
室

　
辰

巳
室

長
　

坂
田

主
任

研
究

官

ヌ
.港

湾
研

究
部

D
.そ

の
他

e.
港

湾
空

港
港

湾
空

港
分

野
に

お
け

る
品

質
確

保
の

促
進

に
関

す
る

調
査

研
究

55
「港

湾
工

事
に

お
け

る
二

酸
化

炭
素

排
出

量
算

定
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
（発

注
段

階
編

）」
の

作
成

及
び

公
表

国
土

交
通

省
港

湾
局

と
国

総
研

が
事

務
局

と
な

り
、

「港
湾

工
事

に
お

け
る

二
酸

化
炭

素
排

出
量

算
定

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

（発
注

段
階

編
）」

を
作

成
し

、
令

和
4年

6月
に

公
表

本
省

港
湾

局
3.

快
適

で
安

心
な

暮
ら

し
を

支
え

る
研

究

港
湾

研
究

部
　

港
湾

施
工

シ
ス

テ
ム

・
保

全
研

究
室

　
辰

巳
室

長
　

坂
田

主
任

研
究

官

ヌ
.港

湾
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
e.

港
湾

空
港

港
湾

空
港

分
野

に
お

け
る

環
境

負
荷

の
低

減
に

関
す

る
調

査
研

究

56
空

港
土

木
施

設
設

計
要

領
（舗

装
設

計
編

）（
耐

震
設

計
編

）の
改

正
原

案
作

成
航

空
局

「空
港

土
木

施
設

設
計

要
領

（舗
装

設
計

編
）（

耐
震

設
計

編
）」

の
改

正
原

案
を

作
成

し
た

。
本

省
航

空
局

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

空
港

研
究

部
　

空
港

施
設

研
究

室
　

坪
川

室
長

ル
.空

港
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
e.

港
湾

空
港

空
港

土
木

施
設

設
計

要
領

（舗
装

設
計

編
）の

改
正

（H
29

～
）

57
空

港
土

木
工

事
共

通
仕

様
書

、
空

港
土

木
設

計
・測

量
・地

質
土

質
調

査
・点

検
業

務
共

通
仕

様
書

の
改

定
原

案
作

成

関
係

諸
法

令
・基

準
等

の
改

正
や

関
連

他
分

野
の

共
通

仕
様

書
等

の
最

新
の

技
術

・情
報

を
踏

ま
え

、
空

港
土

木
工

事
共

通
仕

様
書

、
空

港
土

木
設

計
・測

量
・地

質
土

質
調

査
・

点
検

業
務

共
通

仕
様

書
の

改
定

原
案

を
作

成
し

た
。

本
省

航
空

局
2.

社
会

の
生

産
性

と
成

長
力

を
高

め
る

研
究

空
港

研
究

部
　

空
港

施
工

シ
ス

テ
ム

室
　

伊
藤

室
長

　
石

田
専

門
官

  
山

口
研

究
官

  
川

西
係

長

ル
.空

港
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
e.

港
湾

空
港

空
港

土
木

工
事

共
通

仕
様

書
等

の
改

定
検

討

58
IC

T
活

用
工

事
（空

港
舗

装
工

）実
施

要
領

（案
）の

改
正

原
案

の
作

成

空
港

土
木

施
設

に
お

け
る

IC
T
の

全
面

的
な

活
用

の
推

進
に

関
す

る
実

施
方

針
に

基
づ

き
作

成
し

た
IC

T
活

用
工

事
（空

港
舗

装
工

）実
施

要
領

（案
）に

つ
い

て
、

他
局

基
準

の
変

更
内

容
の

反
映

、
各

局
意

見
照

会
の

結
果

等
を

踏
ま

え
、

改
正

原
案

を
作

成
し

た
。

本
省

航
空

局
2.

社
会

の
生

産
性

と
成

長
力

を
高

め
る

研
究

空
港

研
究

部
　

空
港

施
工

シ
ス

テ
ム

室
　

伊
藤

室
長

　
石

田
専

門
官

　
山

口
研

究
官

  
川

西
係

長

ル
.空

港
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
e.

港
湾

空
港

空
港

土
木

工
事

積
算

基
準

の
改

定
検

討

59
B

IM
/C

IM
モ

デ
ル

等
電

子
納

品
要

領
（案

）及
び

同
解

説
　

空
港

編
（空

港
土

木
施

設
）の

改
正

原
案

作
成

空
港

土
木

施
設

に
お

け
る

IC
T
の

全
面

的
な

活
用

の
推

進
に

関
す

る
実

施
方

針
に

基
づ

き
作

成
し

た
B

IM
/C

IM
モ

デ
ル

等
電

子
納

品
要

領
（案

）及
び

同
解

説
　

空
港

編
（空

港
土

木
施

設
）に

つ
い

て
、

他
局

基
準

の
変

更
内

容
の

反
映

、
各

局
意

見
照

会
の

結
果

等
を

踏
ま

え
、

改
正

原
案

を
作

成
し

た
。

本
省

航
空

局
2.

社
会

の
生

産
性

と
成

長
力

を
高

め
る

研
究

空
港

研
究

部
　

空
港

施
工

シ
ス

テ
ム

室
　

伊
藤

室
長

　
石

田
専

門
官

　
山

口
研

究
官

  
川

西
係

長

ル
.空

港
研

究
部

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
e.

港
湾

空
港

空
港

土
木

工
事

積
算

基
準

の
改

定
検

討

60
建

設
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

業
務

等
に

お
け

る
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
方

式
及

び
総

合
評

価
落

札
方

式
の

運
用

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
改

定

発
注

方
式

選
定

表
で

示
し

て
い

る
入

札
・契

約
方

式
と

、
実

際
の

入
札

・契
約

方
式

の
適

合
状

況
を

調
査

し
、

選
定

方
法

の
改

善
案

に
つ

い
て

提
案

す
る

と
と

も
に

、
直

轄
実

績
の

な
い

企
業

、
若

手
技

術
者

の
参

画
を

促
す

こ
と

な
ど

を
目

的
と

し
た

多
様

な
試

行
に

関
し

て
、

試
行

に
よ

る
新

た
な

担
い

手
の

参
入

状
況

、
業

務
成

績
、

受
発

注
者

の
意

見
等

を
分

析
し

、
試

行
の

効
果

や
実

施
に

際
し

て
の

P
D

C
A

サ
イ

ク
ル

の
考

え
方

に
関

し
て

令
和

5年
3月

改
定

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

反
映

し
た

。

本
省

大
臣

官
房

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
室

　
中

洲
室

長
　

光
谷

主
任

研
究

官
　

大
城

主
任

研
究

官
　

星
野

主
任

研
究

官
　

木
村

研
究

官

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
g.

事
業

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

調
査

・設
計

業
務

の
品

質
確

保
に

関
す

る
調

査
等

61
国

土
交

通
省

直
轄

工
事

に
お

け
る

総
合

評
価

落
札

方
式

の
運

用
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

改
定

直
轄

実
績

の
な

い
企

業
、

地
元

企
業

、
若

手
技

術
者

等
の

参
画

を
促

す
こ

と
を

目
的

と
し

た
多

様
な

試
行

に
関

し
て

、
試

行
に

よ
る

新
た

な
担

い
手

の
参

入
・継

続
受

注
状

況
、

工
事

成
績

へ
の

影
響

、
受

発
注

者
等

の
意

見
等

を
整

理
・分

析
し

、
試

行
の

効
果

や
実

施
に

際
し

て
の

P
D

C
A

サ
イ

ク
ル

の
考

え
方

に
関

し
て

令
和

5年
3月

改
定

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

反
映

し
た

。

本
省

大
臣

官
房

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
室

　
中

洲
室

長
　

星
野

主
任

研
究

官
　

光
谷

主
任

研
究

官
　

木
村

研
究

官

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
g.

事
業

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

公
共

工
事

に
お

け
る

総
合

評
価

落
札

方
式

に
関

す
る

調
査

等

214



番
号

施
策

へ
の

反
映

状
況

施
策

へ
の

反
映

内
容

連
携

部
局

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

分
野

担
当

者
代

表
研

究
部

・セ
ン

タ
ー

国
総

研
の

貢
献

の
仕

方
分

野
反

映
の

基
に

な
っ

た
個

別
研

究
課

題
名

62
施

工
パ

ッ
ケ

ー
ジ

型
積

算
基

準
案

の
作

成

　
積

算
の

効
率

化
を

目
的

に
平

成
24

年
10

月
か

ら
導

入
を

進
め

て
き

た
施

工
パ

ッ
ケ

ー
ジ

型
積

算
基

準
に

つ
い

て
、

平
成

28
年

10
月

の
適

用
分

を
持

っ
て

予
定

し
て

き
た

導
入

計
画

を
完

了
さ

せ
た

。
　

既
に

導
入

済
み

の
施

工
パ

ッ
ケ

ー
ジ

に
つ

い
て

は
、

施
工

実
態

の
変

動
の

反
映

や
、

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
の

結
果

を
踏

ま
え

た
改

善
等

を
行

う
と

と
も

に
、

IC
T
施

工
に

対
応

し
た

施
工

パ
ッ

ケ
ー

ジ
を

作
成

し
、

令
和

5年
度

の
積

算
基

準
に

反
映

し
た

。

大
臣

官
房

技
術

調
査

課
総

合
政

策
局

公
共

事
業

企
画

調
整

課
地

方
整

備
局

等

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
シ

ス
テ

ム
研

究
室

　
瀬

﨑
室

長
　

細
田

研
究

官
　

関
根

交
流

研
究

員
　

木
村

交
流

研
究

員

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
f.
入

札
契

約
公

共
土

木
工

事
の

積
算

手
法

に
関

す
る

調
査

検
討

63
デ

ジ
タ

ル
デ

ー
タ

を
活

用
し

た
鉄

筋
出

来
形

計
測

の
試

行
要

領
（案

）の
作

成

　
国

土
交

通
省

で
は

「建
設

現
場

の
生

産
性

を
飛

躍
的

に
向

上
す

る
た

め
の

革
新

的
技

術
の

導
入

・活
用

に
関

す
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」を
進

め
て

お
り

、
平

成
30

年
度

か
ら

「デ
ー

タ
を

活
用

し
て

土
木

工
事

に
お

け
る

品
質

管
理

の
高

度
化

等
を

図
る

技
術

」の
提

案
を

募
集

し
、

従
来

の
監

督
・検

査
・確

認
方

法
の

代
替

技
術

に
つ

い
て

、
現

場
試

行
に

よ
る

デ
ー

タ
収

集
・性

能
確

認
等

を
実

施
し

て
い

る
。

　
国

総
研

で
は

大
臣

官
房

技
術

調
査

課
と

連
携

し
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物
の

鉄
筋

組
み

立
て

時
の

段
階

確
認

に
お

い
て

、
デ

ジ
タ

ル
カ

メ
ラ

等
で

撮
影

し
た

画
像

を
用

い
た

鉄
筋

出
来

形
計

測
を

行
う

技
術

の
現

場
試

行
に

適
用

す
る

「デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

鉄
筋

出
来

形
計

測
の

試
行

要
領

（案
）」

を
令

和
4年

6月
に

一
部

改
訂

し
、

試
行

の
実

施
に

反
映

し
た

。

大
臣

官
房

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
シ

ス
テ

ム
研

究
室

　
瀬

﨑
室

長
　

近
藤

主
任

研
究

官
　

市
村

研
究

官

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
j.そ

の
他

土
木

工
事

の
施

工
・監

督
・検

査
等

の
効

率
化

に
向

け
た

新
技

術
認

証
方

法
等

の
調

査

64
IC

T
活

用
工

事
に

お
け

る
民

間
提

案
・新

技
術

等
を

踏
ま

え
た

基
準

類
の

拡
充

掲
題

の
要

領
・基

準
類

を
整

備
す

る
こ

と
に

よ
り

、
IC

T
を

活
用

し
た

新
た

な
施

工
技

術
・計

測
技

術
を

、
実

工
事

現
場

に
お

け
る

出
来

形
管

理
、

監
督

検
査

へ
活

用
す

る
こ

と
を

可
能

と
し

た
。

（令
和

4年
4月

よ
り

）

総
合

政
策

局
公

共
事

業
企

画
調

整
課

大
臣

官
房

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
施

工
高

度
化

研
究

室
　

山
下

室
長

　
小

塚
主

任
研

究
官

　
大

槻
主

任
研

究
官

　
農

添
研

究
官

　
鈴

木
研

究
員

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

A
.法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
（法

令
、

政
令

、
省

令
、

告
示

）

g.
事

業
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

河
川

工
事

に
お

け
る

３
Ｄ

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

ＩＣ
Ｔ

施
工

の
工

種
拡

大
検

討
（R

2～
R

4）
ＩＣ

Ｔ
施

工
推

進
に

必
要

な
技

術
基

準
類

整
備

に
係

る
調

査
研

究
（R

2）
IC

T
活

用
工

事
の

工
種

・技
術

拡
大

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

に
関

す
る

調
査

（R
3

～
R

5）
道

路
整

備
等

の
生

産
性

向
上

に
資

す
る

IC
T
を

活
用

し
た

施
工

及
び

維
持

管
理

の
高

度
化

に
関

す
る

調
査

（R
3～

R
5）

65
IC

T
活

用
工

事
に

お
け

る
適

用
工

種
の

拡
大

に
伴

う
基

準
類

の
整

備
掲

題
の

要
領

・基
準

類
を

整
備

す
る

こ
と

に
よ

り
、

IC
T
を

活
用

し
た

施
工

技
術

・計
測

技
術

を
、

幅
広

い
工

種
へ

適
用

す
る

こ
と

を
可

能
と

し
た

。
（令

和
4年

4月
よ

り
）

総
合

政
策

局
公

共
事

業
企

画
調

整
課

大
臣

官
房

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
施

工
高

度
化

研
究

室
　

山
下

室
長

　
小

塚
主

任
研

究
官

　
大

槻
主

任
研

究
官

　
農

添
研

究
官

　
鈴

木
研

究
員

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

A
.法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
（法

令
、

政
令

、
省

令
、

告
示

）

g.
事

業
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

河
川

工
事

に
お

け
る

３
Ｄ

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

ＩＣ
Ｔ

施
工

の
工

種
拡

大
検

討
（R

2～
R

4）
ＩＣ

Ｔ
施

工
推

進
に

必
要

な
技

術
基

準
類

整
備

に
係

る
調

査
研

究
（R

2）
IC

T
活

用
工

事
の

工
種

・技
術

拡
大

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

に
関

す
る

調
査

（R
3

～
R

5）
道

路
整

備
等

の
生

産
性

向
上

に
資

す
る

IC
T
を

活
用

し
た

施
工

及
び

維
持

管
理

の
高

度
化

に
関

す
る

調
査

（R
3～

R
5）

66
業

務
履

行
中

に
お

け
る

受
発

注
者

間
の

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

機
能

要
件

(R
ev

.1
.5

)

本
要

件
は

、
土

木
業

務
等

で
利

用
す

る
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
機

能
要

件
を

定
め

る
た

め
の

資
料

で
あ

る
。

　
国

総
研

で
は

、
発

議
書

類
作

成
機

能
や

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

機
能

 等
の

推
奨

機
能

か
ら

必
須

機
能

へ
変

更
内

容
を

確
認

・検
討

し
、

改
定

に
反

映
し

た
（令

和
５

年
3月

公
開

）。

本
省

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
情

報
基

盤
研

究
室

研
究

　
西

村
室

長
　

郭
研

究
官

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
j.そ

の
他

設
計

デ
ー

タ
の

3D
化

に
よ

る
生

産
性

向
上

、
品

質
確

保

215



番
号

施
策

へ
の

反
映

状
況

施
策

へ
の

反
映

内
容

連
携

部
局

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

分
野

担
当

者
代

表
研

究
部

・セ
ン

タ
ー

国
総

研
の

貢
献

の
仕

方
分

野
反

映
の

基
に

な
っ

た
個

別
研

究
課

題
名

67
工

事
施

工
中

に
お

け
る

受
発

注
者

間
の

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

機
能

要
件

(R
ev

.5
.5

)

本
要

件
は

、
土

木
工

事
等

で
利

用
す

る
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
機

能
要

件
を

定
め

る
た

め
の

資
料

で
あ

る
。

　
国

総
研

で
は

.承
認

・合
議

機
能

や
遠

隔
臨

場
支

援
の

推
奨

機
能

追
加

を
確

認
・検

討
し

、
改

定
に

反
映

し
た

（令
和

５
年

3月
公

開
）。

本
省

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
情

報
基

盤
研

究
室

研
究

　
西

村
室

長
　

郭
研

究
官

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
j.そ

の
他

設
計

デ
ー

タ
の

3D
化

に
よ

る
生

産
性

向
上

、
品

質
確

保

68
土

木
工

事
・業

務
の

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

活
用

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

の
適

切
な

活
用

と
統

一
的

な
運

用
を

図
る

た
め

に
、

「土
木

工
事

の
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
活

用
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
　

平
成

22
年

9月
版

）を
策

定
し

、
公

表
し

て
い

る
。

国
総

研
で

は
、

B
IM

/C
IM

活
用

業
務

に
お

け
る

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

の
活

用
の

拡
大

に
伴

い
、

設
計

業
務

等
の

活
用

方
法

に
つ

い
て

追
加

す
る

記
載

内
容

を
確

認
・検

討
し

、
改

定
に

反
映

し
た

（令
和

５
年

3月
公

開
）。

本
省

技
術

調
査

課

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
情

報
基

盤
研

究
室

研
究

　
西

村
室

長
　

郭
研

究
官

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
j.そ

の
他

設
計

デ
ー

タ
の

3D
化

に
よ

る
生

産
性

向
上

、
品

質
確

保

69
イ

ン
フ

ラ
維

持
管

理
に

お
け

る
既

設
構

造
物

の
3次

元
点

群
デ

ー
タ

計
測

及
び

モ
デ

ル
作

成
の

手
引

き

IC
T
技

術
を

活
用

し
た

基
準

類
策

定
の

一
環

と
し

て
、

「イ
ン

フ
ラ

維
持

管
理

に
お

け
る

既
存

構
造

物
の

３
次

元
点

群
デ

ー
タ

計
測

及
び

モ
デ

ル
作

成
の

手
引

き
」を

作
成

し
た

（令
和

４
年

４
月

公
開

）。

2.
社

会
の

生
産

性
と

成
長

力
を

高
め

る
研

究

社
会

資
本

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

　
社

会
資

本
情

報
基

盤
研

究
室

研
究

　
西

村
室

長
　

郭
研

究
官

ヲ
.社

会
資

本
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー

B
.ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

指
針

等
j.そ

の
他

設
計

デ
ー

タ
の

3D
化

に
よ

る
生

産
性

向
上

、
品

質
確

保
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デ
ー

タ
名

（デ
ー

タ
ベ

ー
ス

名
）

デ
ー

タ
の

主
な

項
目

公
開

先

1
下

水
道

管
き

ょ
劣

化
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
下

水
道

管
き

ょ
の

管
種

、
経

過
年

数
、

管
種

及
び

劣
化

判
定

結
果

等
。

一
般

利
用

者
ht

tp
s:

//
w

w
w

.n
ili

m
.g

o
.jp

/l
ab

/e
bg

/r
ek

ka
-d

b.
ht

m
l

2
下

水
道

管
き

ょ
布

設
延

長
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
下

水
道

管
き

ょ
の

各
年

度
末

の
管

理
延

長
並

び
に

年
度

ご
と

の
改

築
、

廃
止

又
は

新
設

し
た

延
長

等
。

自
治

体
及

び
一

部
一

般
利

用
者

3
下

水
道

管
路

起
因

道
路

陥
没

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

下
水

道
管

路
に

起
因

す
る

道
路

陥
没

の
件

数
・規

模
及

び
原

因
・管

路
属

性
等

。
自

治
体

及
び

一
部

一
般

利
用

者

4
下

水
道

管
路

地
震

被
害

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

自
治

体
名

、
地

震
関

連
デ

ー
タ

、
管

路
被

害
デ

ー
タ

及
び

管
路

諸
元

デ
ー

タ
等

。
一

般
利

用
者

ht
tp

s:
//

w
w

w
.n

ili
m

.g
o
.jp

/l
ab

/e
bg

/z
is

hi
n_

db
.h

tm
l

5
海

象
年

表
風

、
波

浪
、

潮
位

の
観

測
デ

ー
タ

国
交

省
（地

方
整

備
局

等
）

6
ダ

ム
維

持
管

理
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
直

轄
・補

助
ダ

ム
の

、
維

持
管

理
に

関
す

る
デ

ー
タ

。
国

交
省

（地
方

整
備

局
等

）

7
創

意
工

夫
事

例
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
直

轄
の

ダ
ム

・堰
、

補
助

ダ
ム

の
管

理
に

関
す

る
創

意
工

夫
事

例
。

国
交

省
（地

方
整

備
局

等
）

8
ダ

ム
・堰

動
作

記
録

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

直
轄

の
ダ

ム
・堰

、
補

助
ダ

ム
の

動
作

記
録

デ
ー

タ
。

国
交

省
（地

方
整

備
局

等
）

9
ダ

ム
諸

量
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
（公

開
用

）
直

轄
、

補
助

ダ
ム

の
多

目
的

ダ
ム

管
理

年
報

。
一

般
利

用
者

等
ht

tp
s:

//
m

ud
am

.n
ili

m
.g

o
.jp

/h
o
m

e

10
衛

星
S
A

R
を

活
用

し
た

ダ
ム

等
変

位
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
基

盤
シ

ス
テ

ム
地

形
（D

E
M

）デ
ー

タ
、

衛
星

S
A

R
デ

ー
タ

等
の

デ
ー

タ
。

国
交

省
（地

方
整

備
局

等
）
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11
ダ

ム
を

対
象

と
し

た
地

震
影

響
即

時
概

略
推

定
シ

ス
テ

ム
防

災
情

報
X
M

L
（気

象
庁

）、
直

轄
ダ

ム
の

地
震

動
デ

ー
タ

。
国

交
省

（地
方

整
備

局
等

）

12
地

震
動

観
測

デ
ー

タ
収

集
シ

ス
テ

ム
直

轄
ダ

ム
の

地
震

動
デ

ー
タ

。
国

総
研

（非
公

開
）

13
土

砂
災

害
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
土

砂
災

害
の

種
類

（土
石

流
・が

け
崩

れ
・地

す
べ

り
）、

発
生

位
置

、
発

生
日

時
等

国
総

研
（非

公
開

）

14
土

砂
動

態
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
地

形
測

量
デ

ー
タ

、
粒

径
調

査
デ

ー
タ

、
流

砂
水

文
観

測
デ

ー
タ

国
総

研
（非

公
開

）

15
全

国
道

路
・街

路
交

通
情

勢
調

査
　

一
般

交
通

量
調

査
結

果

道
路

状
況

調
査

：調
査

対
象

路
線

の
横

断
面

構
成

や
沿

道
状

況
等

交
通

量
調

査
：秋

季
の

平
日

の
方

向
別

 2
 車

種
別

（小
型

車
・大

型
車

別
）1

2
時

間
交

通
量

ま
た

は
 2

4 
時

間
交

通
量

旅
行

速
度

調
査

：秋
季

の
平

日
の

方
向

別
旅

行
速

度
（混

雑
時

及
び

昼
間

非
混

雑
時

）

一
般

利
用
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ht
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w
w
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o
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16
常

時
観

測
交

通
量

デ
ー

タ
交

通
調

査
基

本
区

間
単

位
の

方
向

別
・車

種
別

・時
間

別
交

通
量

　
等

国
交

省
（地

方
整

備
局

等
）

17
ア

セ
ス

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

環
境

影
響

評
価

図
書

国
交

省
（地

方
整

備
局

等
）

18
自

然
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
動

物
・植

物
・生

態
系

に
関

す
る

業
務

報
告

書
国

総
研

（非
公

開
）

19
事

故
対

策
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
事

故
危

険
箇

所
、

事
故

発
生

状
況

、
事

故
要

因
分

析
、

対
策

立
案

、
対

策
実

施
状

況
等

に
関

す
る

情
報

イ
ン

フ
ラ

管
理

者
（国

、
自

治
体

等
）

20
全

国
道

路
施

設
点

検
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
橋

梁
、

ト
ン

ネ
ル

、
特

定
土

工
構

造
物

等
の

諸
元

、
点

検
結

果
等

の
基

礎
的

な
デ

ー
タ

を
持

つ
基

礎
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
と

道
路

施
設

の
よ

り
詳

細
な

デ
ー

タ
を

持
つ

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

（詳
細

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

）群
で

構
成

さ
れ

る
。

国
総

研
（非

公
開

）

21
強

震
観

測
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
橋

梁
，

河
川

構
造

物
，

地
盤

の
地

震
時

の
加

速
度

波
形

デ
ー

タ
国

総
研

（非
公

開
）

（一
部

一
般

利
用

者
に

公
開

）

218



22
工

事
の

月
次

デ
ー

タ
各

工
事

の
入

札
・契

約
に

関
す

る
情

報
（入

札
金

額
、

技
術

評
価

点
、

落
札

者
等

）
国

交
省

（地
方

整
備

局
等

）

23
IC

T
施

工
に

関
す

る
基

準
類

の
提

案
民

間
等

か
ら

提
案

さ
れ

た
IC

T
施

工
に

関
す

る
基

準
類

の
提

案
そ

の
他

（概
要

の
み

公
開

）

24
建

物
事

故
予

防
ナ

レ
ッ

ジ
ベ

ー
ス

建
物

内
や

そ
の

周
辺

で
発

生
し

た
、

人
々

の
日

常
生

活
で

起
き

る
事

故
事

例
等
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w
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o
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25
省

エ
ネ

基
準

適
合

性
判

定
プ

ロ
グ

ラ
ム

入
出

力
デ

ー
タ

W
eb

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

入
出

力
デ

ー
タ

か
ら

得
ら

れ
た

全
国

各
地

域
、

建
物

用
途

に
お

け
る

外
皮

の
断

熱
性

能
や

設
備

機
器

の
効

率
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
性

能
評

価
結

果
（B

E
I)
等

国
総

研
（非

公
開

）

26
ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

事
例

集
【導

入
編

】
新

技
術

の
特

徴
や

導
入

に
関

す
る

情
報

、
新

技
術

の
導

入
に

よ
る

効
果

を
測

る
評

価
指

標
に

関
す

る
デ

ー
タ

等

地
方

自
治

体
等

を
含

む
一

般
利

用
者

ht
tp

s:
//

w
w

w
.n

ili
m
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o
.jp

/l
ab

/j
bg

/s
m
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t/
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t.
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m
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27
国

際
物

流
に

関
す

る
海

事
デ

ー
タ

ロ
イ

ズ
デ

ー
タ

（
船

舶
諸

元
、

寄
港

実
績

）
、

P
IE

R
S

デ
ー

タ
（
ア

ジ
ア

北
米

間
の

コ
ン

テ
ナ

流
動

）
、

M
D

S
デ

ー
タ

（
コ

ン
テ

ナ
船

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

・
就

航
航

路
等

）
、

C
la

rk
so

n
デ

ー
タ

（船
舶

の
詳

細
な

諸
元

）
、

D
re

w
ry

デ
ー

タ
（
世

界
の

コ
ン

テ
ナ

市
場

）
、

日
本

船
舶

明
細

書

国
総

研
（非

公
開

）

28
船

舶
A

IS
デ

ー
タ

衛
星

A
IS

及
び

地
上

A
IS

デ
ー

タ
か

ら
得

ら
れ

た
船

主
、

船
舶

諸
元

、
船

速
等

の
情

報
国

総
研

（非
公

開
）

29
J
A

X
A

衛
星

A
IS

デ
ー

タ
衛

星
Ａ

ＩＳ
デ

ー
タ

か
ら

得
ら

れ
た

船
主

、
船

舶
諸

元
、

船
速

等
の

情
報

国
総

研
（非

公
開

）

30
強

震
・微

動
観

測
に

基
づ

く
設

計
地

震
動

デ
ー

タ
港

湾
の

施
設

設
計

に
用

い
る

た
め

の
地

震
動

に
よ

る
地

盤
特

性
デ

ー
タ

一
般

利
用

者
ht

tp
s:
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w

w
w
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ili

m
.g

o
.jp

/k
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u/
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uw
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ve
l1

.h
tm
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31
生

物
共

生
型

構
造

物
技

術
情

報
デ

ー
タ

全
国

の
生

物
共

生
型

港
湾

構
造

物
に

お
け

る
海

藻
の

生
育

デ
ー

タ
（被

度
、

湿
重

量
等

）
国

総
研

（非
公

開
）
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32
G

S
E
走

行
軌

跡
デ

ー
タ

空
港

車
両

通
路

を
走

行
す

る
G

S
E
の

位
置

情
報

（数
日

分
程

度
）

国
総

研
（非

公
開

）

33
空

港
除

雪
車

両
の

走
行

・操
作

デ
ー

タ
除

雪
作

業
中

の
空

港
除

雪
車

両
の

走
行

位
置

情
報

、
速

度
、

操
作

内
容

（数
日

分
程

度
）

国
総

研
（非

公
開

）

34
空

港
施

設
の

維
持

管
理

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

各
空

港
の

維
持

管
理

・更
新

計
画

書
、

点
検

情
報

、
施

設
台

帳
等

国
交

省
（地

方
整

備
局

等
）

35
ナ

ウ
フ

ァ
ス

(全
国

港
湾

海
洋

波
浪

情
報

網
)

有
義

波
実

況
、

周
期

帯
波

浪
実

況
、

潮
位

状
況

、
毎

分
沖
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均

水
面

（沖
合

）
の

観
測

デ
ー

タ
一

般
利

用
者
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w
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36
サ

イ
バ

ー
ポ

ー
ト

(港
湾

イ
ン

フ
ラ

分
野

)
港

湾
台

帳
、

港
湾

計
画

、
調

査
・測

量
デ

ー
タ

、
業

務
・工

事
の

成
果

物
、

維
持

管
理

情
報

、
災

害
情

報
等

イ
ン

フ
ラ

管
理

者
（国

、
自

治
体

等
）

一
般

利
用
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ht
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